リアル店舗を主としたアパレル流通・小売企業における販売チャネル別購買行動と関係性に関する研究 ~ロイヤルティの観点からの考察~ by 関 まり絵
1 
 
〈専門職学位論文〉                                                       2019年 3月修了（予定） 
 
リアル店舗を主としたアパレル流通・小売企業における 
販売チャネル別購買行動と関係性に関する研究 
～ロイヤルティの観点からの考察～ 
 
 
学籍番号：57174028-1 氏名：関 まり絵 
ゼミ名称：競争戦略 
主査：内田 和成教授  
副査：守口 剛教授 副査：首藤 明敏教授 
 
概 要 
国内のアパレル業界が転換期を迎えようとしている。業界全体の売上が縮小傾向の中、EC での売上拡大基
調が続いている。また、販売チャネルと消費者のオムニチャネル化が進みリアル店舗を主とするアパレル流
通・小売企業は、多様な購買行動と向き合い、事業成長をしていかなくてはならない状況である。そんな中、
リアル店舗での売上と ECでの売上が相関せず分散し、多様なアパレル流通・小売企業のブランドが見受けら
れた。当時筆者が勤務していた企業でもリアル店舗の売上と ECでの売上が相関せず分散しているブランドが
みられたが、それと同時にブランドのロイヤルティも異なっているように実務から体感していた。また、今
迄のアパレル流通・小売企業はリアル店舗を軸とし経営を行ってきたため、ノウハウが異なる EC は専業 EC
に依存してきたが、利益率や顧客の囲い込み、より良質な顧客データの獲得の為自社 ECへのシフトを余儀な
くされている。しかし現状では、リアル店舗では売上という評価軸で縛られており、自社 ECへのカニバリゼ
ーションを恐れ、リアル店舗での EC への理解浸透が進まず、自社 EC シフトが進んでいない。また、アパレ
ル流通・小売企業では EC の知識を持った人材獲得が報酬格差から進まないことも、自社 EC シフトが進まな
い理由である。昨今の日本経済の低迷、人口減少、成熟した市場、商品・サービスのコモディティ化という
環境の下、各企業は、単純に新しい顧客を獲得する事だけではなく、顧客満足度の向上やロイヤルティの向
上を図り顧客の定着・継続によって利益を高めることを目的として様々なマーケティング施策も行われてき
ており、ロイヤルティの重要性が問われている。EC という販売チャネルが勢力を増し、リアル店舗での売上
が伸び悩む中、リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業が今後生き残っていくにあたり、リアル店舗
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で構築したロイヤルティというワードに何か大きなヒントがあるのではないかという思いが強くなり、本研
究を行う動機となった。 
本研究では、リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、専業 EC）
への行動的ストアロイヤルティに対する影響を明らかにし、また態度的ストアロイヤルティが与える、各販
売チャネルの関係性や影響度を明らかにすることを目的とし、インターネット調査による定量的な仮説検証
を行った。本研究の構成は、アパレル業界の歴史、そして定義とその分類、また ECが発展した背景である技
術的側面と、消費者側の側面を中心に振り返り、次に専業 EC の分類と自社 EC の課題、販売チャネルの多様
化と消費者の購買行動の変遷について整理する。さらに先行研究によるロイヤルティの概念を整理し、スト
アロイヤルティについて先行研究のレビューを行った。その整理からリアル店舗での「態度的ストアロイヤ
ルティ」によって引き起こされるリアル店舗、自社 EC、そして専業 ECの各販売チャネルの「行動的ストアロ
イヤルティ」への影響、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」の差による各販売チャネルの関係性。
リアル店舗での購買経験による ECでの購買経験の差と、ストアロイヤルティとの関係性。そして、リアル店
舗での「態度的ストアロイヤルティ」の差による ECの利用動向から、仮説を 4つのカテゴリに分類。さらに
リアル店舗、自社 EC、専業 ECの販売チャネルごとや、あるいは購買建経験、ストアロイヤルティの違いによ
りさらに分け、12 つの仮説を設定した。なお、設定した 12 の仮説は 8 つが支持され、3 つが一部支持、そ
して 1つが不支持という結果となった。 
リアル店舗を主とするアパレル業界の流通小売企業では、リアル店舗での購買体験を促すことにより、EC
への拡張が見込め、ストアロイヤルティの向上により、専業 EC ではなく自社 EC への利用を促すことが分か
った。消費者に自社 ECを利用してもらうことにより、アパレル流通・小売企業は顧客データの収取が可能と
なり、収益性も向上、消費者により良い商品やサービスを提供することが可能となる。よい商品やサービス
の提供により、顧客満足も向上し、好循環が生まれ、更なるストアロイヤルティの向上も見込める。また、
収益率向上により EC 人材の確保も可能となり、自社 EC の利便性向上も可能となると考える。また、リアル
店舗での購買経験も必要であるが、ストアロイヤルティの向上という要素もより重要である。そのためリア
ル店舗でも売上という指標だけではなく、ストアロイヤルティを評価する「NPS」のような指標もリアル店舗
の業績として加味すべきなのではないだろうか。またストアロイヤルティ向上だけでは専業 EC離れは難しい。
実務的に消費者の利便性を考慮し、オムニチャネルの観点がより必要になり、ストアロイヤルティ向上だけ
に留まらず、積極的に消費者の利便性を考慮し、常に改善していくことが必要であると考える。以上を踏ま
え、リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業にとって、「リアル店舗での良質な体験の最大化」こそ
が、消費者の購買行動が多様化し、様々な販売チャネルが乱立する今こそリアル店舗を主とするアパレル流
通・小売企業にとって重要な要素であり、リアル店舗での指標とすべきであるという示唆を得た。 
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第 1章 序論 
第 1 節 研究の背景 
第 1 項 アパレル市場の減少、消費者の購買行動変化 
昨今、国内のアパレル市場が伸び悩んでいる。矢野経済研究所「アパレル産業白書 2017」
によると、2016年の国内アパレル総小売市場は前年比 1.5%減の 9兆 2202億円であった（図
１－1） (1)。一方販売チャネル別での小売市場規模をみると、百貨店が同 6.5%減の 1兆 9265
億円、量販店は同 7.2%減の 8584億円、専門店は同 0.4%増の 4兆 9826億円、その他（通販
等）は同 2.7%増の 1兆 4527億円であった（図１－2） (2)。国内のアパレル市場全体は 2014
年の 9兆 3784億円を境に縮小しているものの、一方チャネル別では 2011年には 1兆 2209
億円だったその他（通販等）市場が、2016 年には 1 兆 4527 億円と常に右肩上がりで拡大
基調が続いている。 
 
図１－1 国内アパレル総小売市場規模推移（品目別） 
 
（出所）矢野経済研究所 2017年 9月 26日発刊「アパレル産業白書 2017」のプレスリリース,2 
 
                                                   
 (1) 矢野経済研究所 2017年 9月 26日発刊「アパレル産業白書 2017」のプレスリリース,2 
 (2) 同上,3 
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図１－2 国内アパレル総小売市場規模推移（販売チャネル別） 
 
（出所）矢野経済研究所 2017年 9月 26日発刊「アパレル産業白書 2017」のプレスリリース,3 
 
拡大基調が続いているその他（通販等）とは、主にインターネットの普及に伴う電子商
取引（electronic commerce、以降 ECと呼ぶ）のことである。EC市場をさらに分解すると、
2017年の B to C-EC の市場規模は1兆6,454 億円となり、対前年比で 7.6%上昇しており、
EC 化率は 11.54%であった (3)。また 2020年には、アパレル EC市場で 2.6兆円になるとい
う見通しも示されており (4)、国内のアパレル市場自体が縮小傾向の中でも、今後も EC の
市場拡大基調が続くものとみられている。 
市場自体が縮小している中、チャネル別では ECでの販売チャネルが伸びているというこ
とは、今までアパレル商品を買う際の一般的な購入場所であった実店舗（他の販売チャネ
ルと区別をつけるために、敢えて「リアル」という言葉をつけ、以降「リアル店舗」と呼
ぶ）での購買行動が減少していることを意味している。つまりは消費者の購買行動がリア
ル店舗から徐々に ECへと変化しているということが言える。それを裏付けるように、アパ
                                                   
 (3) 経済産業省 平成 29年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調
査）,44 http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180425001/20180425001-2.pdf 
 (4) 経済産業省 平成 26年度 日本ファッション産業の海外展開戦略に関する調査 
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レル流通・小売企業が販売チャネルをリアル店舗だけでなく ECへ進出し、販売チャネルを
拡大。そして EC専属の事業部など組織編制を続々と進めている。しかし、EC黎明期の 2000
年前半では、ECでの販売方法がリアル店舗とは販売手法が異なっていたため、アパレル流
通・小売企業では EC での販売ノウハウや EC人材が不足していた。それらを解消するため
に自社での EC運営を行うより先に、ECを主とする企業（以降、専業 ECという）への委託
販売や ECモールの間借りなどで ECへの展開をしているアパレル流通・小売企業が多くみ
られた。専業 EC として代表的なサイトとしては、株式会社 ZOZO が 2004 年から運営する
「ZOZOTOWN」が挙げられる。企業概要は以下に示す。「ZOZOTOWN」は現在も破竹の勢いで取
り扱いショップ（ブランド）を増やし、それと同時に売上も伸ばしている。2018 年 4Q の
IR 資料 (5)によると現在の出店ショップ（ブランド）は 1,111 ショップにも上り、2016 年
の同時期は 685ショップであったことから、ここ 2年だけでも、アパレル流通・小売企業
の専業 EC進出が進んでいることが伺える。前述の通り、消費者の購買行動の変化から鑑み
ると、リアル店舗での売上減少は避けて通ることは難しい。そのため、リアル店舗を主と
するアパレル流通・小売企業は自社で ECを運営する（以降自社 ECという）にせよ、専業
ECに委託するにせよ、ECという販売チャネルを活用しない限り、今後のアパレル流通・小
売企業の成長は困難なフェーズに突入していると言える。 
    
【会社名】株式会社 ZOZO 
 
【創業】1998年 
【売上】984億（2017年） 
【備考】2007年には東京証券取引所マザーズ市場に株式上場をし、2012年には第一部へ銘
柄を指定している。2004年から「ZOZOTOWN」を運営、ECだけにはとどまらず、採寸用ボデ
                                                   
 (5) 株式会社 ZOZO 平成 30年度 3月期 決算短信,4  
https://d31ex0fa3i203z.cloudfront.net/wp/wp-content/uploads/2018/04/20180427_2018Q4_tanshin.pdf 
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ィースーツ「ZOZOSUIT（ゾゾスーツ）」の発表や、初のプライベートブランド 「ZOZO（ゾ
ゾ）」を販売開始と、アパレルでの領域を広げている。2017年の商品取扱高は 2705億円 (6)。 
 
第２項 オムニチャネル化  
アパレルだけではなく、多くの流通・小売業界では「オムニチャネル」という言葉が昨
今多く聞かれている。流通・小売業大手のセブンアンドアイホールディングスが 2013年に
「オムニチャネルが流通サービスを一変させる」 (7)と宣言して以来、多くの流通・小売企
業も追いかけるようにオムニチャネル戦略の立案、構築、実行が声高に叫ばれている。日
経テレコンでも「オムニチャネル」というワード出現件数は 2012 年では 2 件、2013 年に
は 66件、2014年には 363件、2015年 454件、2016年 490件となっており、2013年を皮切
りに流通・小売企業では「オムニチャネル」という言葉が多用され、戦略などに組み込ま
れていることが伺える。 
そもそも「オムニチャネル」とは角井（2015）によると『「買い物の入り口（購入方法）、
受け取り方法、商品のピッキングと配送ルートが複数用意されており、それらを顧客の希
望に合わせて効率よく商品をお届けする仕組み」であり、お客様が商品を欲しいと思った
時に、いつでも注文でき、希望する場所で受け取れるインフラ。すなわちサプライチェー
ンそのもの。ときおり、買物の入口が複数用意されているだけの「マルチチャネル」と混
同されることもあるが、顧客が複数のチャネルを行き来しても、ストレスなくシームレス
に情報収集や購入プロセスを勧められる仕組みを持ったもの』 (8)であり、販売チャネルの
多様化により、消費者の購買行動も変化しているため生まれた概念である。また奥谷（2016）
によると消費者自体もオムニチャネル化していると述べていることから(9)、販売チャネル
と消費者のオムニチャネル化により、複雑な購買行動になってきていることが伺える。 
 
第３項 アパレル流通・小売企業、自社の背景 
第 1項 第 2項で述べたように、国内アパレル市場規模が減少し、リアル店舗での売上も
減少傾向、そしてオムニチャネルが台頭し、消費者の購買行動も多様化している時代背景
                                                   
 (6) 株式会社 ZOZO サイト https://corp.zozo.com/ 
 (7) 株式会社セブン＆アイ HLDGS. https://www.7andi.com/company/challenge/1312/1.html 
 (8) 角井亮一（2015）『オムニチャネル戦略』 日本経済新聞出版社 
 (9) 奥谷考司（2016）『オムニチャネル化する消費者と購買意思決定プロセス』マーケティング JOURNAL,22 
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の中、リアル店舗も EC（自社 ECや専業 EC含む）も売上を伸ばしているブランドも少なか
らず存在している。その代表例として、「JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）」
などを運営するベイクルーズグループ (10)が挙げられる。2017 年に実施された株式会社ベ
イクルーズ上席取締役 EC 統括  事業支援統括村田 昭彦氏のインタビュー記事によると、
売上高に占める EC売上の割合は年々拡大しており、EC化率は 26%、全社売上の 1/4を占め
るまでに成長している。その中でも特出すべきは自社 EC比率が 50％まで拡大しており (11)、
専業 ECに依存するという現在のアパレル流通・小売企業の流れと真逆の動きを見せている
ことである。その一方、アパレル市場動向と同じく、リアル店舗での売上は減少している
が、ECでの売上を伸ばしているブランドもある。その一例としては「nano・universe」を
運営する TSIホールディングスを挙げる。2017年スカイライトコンサルティング株式会社
のリサーチ記事によれば、同ブランドは自社 EC 比率が 40％と高く、リアル店舗での売上
が減少している中、ECでの売上伸長が顕著であると述べている (12)。 
また、2018 年当時私が勤めていた企業、株式会社ウェルカム (13)はアパレル流通・小売
企業ではないが、リアル店舗を主としたライフスタイル（食品・雑貨・アパレル）ブラン
ドを運営している。自社ECはリアル店舗運営部とは別のWEB事業部が一括で運営していた。
自社 ECの運営方法はどのブランドも同じなのにも関わらず、リアル店舗・自社 ECともに
売上が伸びているブランド、リアル店舗は売上が伸び悩んでいるが、自社 ECは拡張してい
るブランド、リアル店舗も自社 ECも売上が伸び悩んでいるブランドなど様々であった。ま
た、自社のブランド間でもメンバーズカードの保有率、顧客定着率などもブランドにより
様々で、ブランドやストア自体に対する顧客のロイヤルティの差がリアル店舗、自社 EC
での購買行動に何かしら起因しているのではないかと感じていた。その経験から、リアル
店舗で構築したロイヤルティというワードに消費者行動の何か大きなヒントがあるのでは
ないかという思いが強くなっていった。 
これら 3つの背景が、ECとの差別化要因でもあるリアル店舗で構築したストアロイヤル
ティが ECへどのような影響を与えるのかを研究していく大きなきっかけとなり、本研究を
おこなう原点であり動機となった。 
 
                                                   
 (10) ベイクルーズグループ サイト http://www.baycrews.co.jp/ 
 (11) SELECK  サイト https://seleck.cc/1065 
 (12) DIGITAL BUSINESS BLOG  サイト http://digitalbusiness.jp/2017/11/apparel-ec-01/ 
 (13) 株式会社ウェルカム サイト https://www.welcome.jp/ 
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第２節 問題意識   
現在アパレル流通・小売企業は専業 EC に依存している状況である。理由は「自社内の
EC リソース不足やコスト構造」「物流の壁」「専業 EC の集客力、販売ノウハウ」などが挙
げられる。以上の理由により、EC売上の割合が自社 ECより専業 ECを越えているアパレル
流通・小売企業は稀であり、「ZOZOTOWN」のような専業 ECに依存しているアパレル流通・
小売企業が多く、自社内での EC内製が後手になっている。ただし、昨今では宅配料金の増
加・運営人件費の増加に伴い、専業 ECの手数料も増加し、ECでの販売ルートを専業 ECに
依存してきたアパレル流通・小売企業には頭の痛い問題になっている。専業 ECの中でも群
を抜いて受託手数料が高いと言われているのが前述の「ZOZOTOWN」であり受託型ショップ
の取扱高と、ゾゾタウンが計上している 2017 年の売上高 (14)から類推すると受託手数料は
28％程度で、リアル店舗が百貨店やショッピングセンターなどテナントに入っている家賃
よりも高い状況となっている。専業 ECへの手数料増加は、家賃を支払うよりも安価で、か
つ効率よく販売が出来る専業 ECに依存してきたアパレル流通・小売企業においては頭を悩
ませる問題になっているのは容易に想像できる。そのため ECでの販売方法を、出来る限り
コストを削減できる専業 ECから自社 EC運営への「脱専業 EC」がアパレル流通・小売企業
でのトレンドになってきている。ただし専業 ECに依存してきたら理由でもある「社内リソ
ース不足」など解決しなくてはならない課題が多いが、脱専業 ECという流れが主流になり、
ECという販売チャネルは前述の通り今後も伸長することが予測されていることから、自社
ECへのシフトがアパレル流通・小売企業の昨今の課題になっている (15)。 
また、前述の通り消費者の購買行動も変化し複雑化し、オムニチャネル化が進む中、物
流面の統一などを理由に、アパレル流通・小売企業では自社 ECへの転換が思う様に進まな
いという事例も多くみられる。ただし、その様な状況がアパレル流通・小売企業で続く中
でも「ZOZOTOWN」などの専業 EC は勢力をさらに強めている。しかしながら、前述の通り、
リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業は、手数料増加による専業 ECから脱却をし、
オムニチャネル台頭による自社内でのタッチポイントの統一化、購買行動データ貯蓄・分
析などを行い、顧客を囲い込むためにも自社 ECをうまく活用させなくては、今後のアパレ
ル流通・小売企業の成長はないのではないだろうか。 
また、なかなか自社 ECがうまく回らない、オムニチャネルが推進できないなどの理由と
                                                   
 (14) 株式会社 ZOZO 平成 30年度 3月期 決算短信 
 (15) 東洋経済オンライン 2018年 2月 26日 https://toyokeizai.net/articles/-/210060 
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しては、リアル店舗での評価指標が挙げられる。リアル店舗を主としていたアパレル流通・
企業は今までも収益の多くをリアル店舗が築き上げてきた。そのため、リアル店舗の多く
の評価指標は「売上」であるが、消費者の購買行動が多様化している昨今、消費者の購買
がリアル店舗から自社 ECへ移行してしまうと、リアル店舗の評価である「リアル店舗での
売上」が減少してしまい、リアル店舗と自社 ECでコンフリクトが起き、消費者を取り合う
カニバリゼーションが起こってしまう。リアル店舗の評価指標が売上のままであるが故、
自社内でのカニバリゼーションを恐れ、思う様に自社 ECへのシフトが行われていないのも
現状である。また、ECを運営する人材がリアル店舗への理解が少ないため、相互理解が進
まず、オムニチャネルや ECシフトが進まないという事例も多く聞かれる。ただし、前述の
通り ECシフト、オムニチャネルという流れはすぐそこまで来ており、自社内での売上の争
いにばかり気を取られている場合であろうか。川添（2018）でも「仕組みを用意してリア
ル店舗の評価軸を変える」 (16)ともあったように、企業内でのリアル店舗での売上という評
価軸を変えなくてはならない段階に差し掛かっているのではないだろうか。 
そして、日本経済の低迷、人口減少、成熟した市場、商品・サービスのコモディティ化
という環境の下、各企業では、単純に新しい顧客を獲得する事だけではなく、顧客満足度
の向上やロイヤルティの向上を図り、顧客の定着・継続によって利益を高めることを目的
として様々なマーケティング施策も行われてきており、どれだけロイヤルティを形成でき
るかが重要になってきていることが伺える。その事例として EC普及率が日本より進んでい
るアメリカ (17)では、EC 発祥のブランドがこぞってリアル店舗に出店を進めている。その
一例として 2010年にアメリカで創業された「Warby Parker」 (18)を挙げる。「Warby Parker」
は ECを主としたアイウェア販売企業で、アイウェアをより身近におしゃれ楽しんでもらう、
そして安くをモットーに消費者に価値を提供している。2010 年の創業当初は EC のみの販
売であったが、2013 年にはブランド初となる旗艦店を米ニューヨークの SoHo にリアル店
舗をオープンし、2018年 12月 3日時点では、ニューヨーク・カリフォルニア・フロリダ・
テキサスなど、米国内に 30の州に 86、カナダに 2つのリアル店舗を構えている (19)。あく
                                                   
 (16) 川添隆（2018）『「実店舗＋EC」戦略、成功の法則』翔泳社,93  
 (17) KP INTERNET TRENDS 2017,226 
https://www.slideshare.net/kleinerperkins/internet-trends-2017-report/9-KP_INTERNET_TRENDS_2017_PA 
GE 
 (18) Warby Parker サイト https://www.warbyparker.com/ 
 (19) Warby Parker サイト https://www.warbyparker.com/retail 
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までこの事例は一例であり、他にもアパレル EC ブランドの「Bonobos」 (20)や、EC 界の巨
人とも呼ばれている「Amazon」などもこぞってリアル店舗に進出 (21)を果たしている。その
流れは EC先進国のアメリカだけではない。日本でも同様の流れが出てきており、その代表
例としては「ファクトリエ」 (22)が挙げられる。「ファクトリエ」は日本のアパレル工場で
生産したものを ECで販売していたいわゆる EC企業であったが、現在では国内外に 5店舗
の「フィッティングスペース」と謳っているリアル店舗を構えている。且つファクトリエ
の山田社長へのインタビューでは「マーケティングの観点、メディア」としてリアル店舗
を捉えられており、フィッティングペースを「工場で使われている素材や機器も展示され
た、工場・職人の息吹を感じられるスペース」というブランドを体験してもらう場所とい
うことを前面に打ち出している。つまり、リアル店舗を構えず販売管理費などを圧縮でき
る販売効率のいい EC企業が、あえて販売管理費などの費用がかさむ非効率なリアル店舗に
出店する理由としては、ブランドを理解してもらい「ロイヤルティの形成」の場に、そし
て「お客様とのエンゲージ」を深める施策としてリアル店舗の出店を進めている。また、2
つ以上の販売チャネルで商品を購入する消費者は一般的に 30%以上多くの金額を使うとい
うことも言われており、Kantar Consulting のデジタル E コマース副社長リード・グリー
ンバーグ氏のインタビューによると、リアル店舗は「リピーター顧客化」、「セールスアッ
プ」、「ブランドとのつながり構築」など、メリットは計り知れないという発言も聞かれて
いる (23)。EC 専業企業でさえ、ロイヤルティを向上させることが、ストアやブランドとの
エンゲージを高め、中・長期的な関係を構築し LTV（顧客涯価値）の最大化を図ろうとし
てリアル店舗に進出していることが伺える。つまりはリアル店舗では消費者とのロイヤル
ティ構築がしやすく、リアル店舗で構築したロイヤルティこそが ECでの購買行動を促進さ
せるということではないだろうか。 
また、リアル店舗では実際に見て感じて触ってという五感を刺激することが可能であり、
「ブランド体験の場」としての機能が可能である。前述のファクトリエもブランド体験の
場としてリアル店舗を位置付けているように、ブランドの体験の場として大いに活用が出
来る。EC 専業企業は消費者とのタッチポイントが EC 上のみと限られてくるが、リアル店
舗を主としたアパレル流通・小売企業での優位性・差別化要因はブランドを五感で体験で
                                                   
 (20) BONOBOS サイト https://bonobos.com/ 
 (21) Amazon books サイト https://amazon.com/amazonbooks 
 (22) Factelier サイト https://factelier.com/ 
 (23) Orange EC サイト https://ec-orange.jp/ec-media/?p=20977 
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きる「リアル店舗」であり、その場でのブランド体験こそが今後多様化する販売チャネル、
つまりはオムニチャネル化になっても成功するためには重要なのではないか。 
そして、購買行動が多様化している昨今では、リアル店舗で商品を確認し、その後 EC
で購入などのリアル店舗での「ショールーミング化」もアパレル流通・小売企業では問題
になっている。ただしショールーミング化は購買できるチャネルが増えオムニチャネルが
進む中消費者にとって自然な流れであり、今後もより一層チャネルという概念自体が薄く
なっていくことが考えられるため、リアル店舗を主としたアパレル流通・小売企業はチャ
ネル別での売上に左右されるべきではなく、より消費者目線の買いやすさや判断が必要に
なるのではないか。そのためリアル店舗での評価軸を売上だけを指針にしているのは、今
後時代と合致しないのではないだろうか。 
上記より、リアル店舗として ECへの購買行動を促すのはリアル店舗で構築したストアロ
イヤルティがより重要になり、リアル店舗の評価指標や在り方を今後見直していくべきな
のではないかという意識を強く持つようになった。 
 
第３節 研究の目的と意義 
第１項 本研究の目的 
本研究の最終的な目的は、消費者の購買行動がリアル店舗から ECへとシフトし、購買行
動が多様化している昨今、前述の通り、リアル店舗は「ブランド体験の場＝ロイヤルティ
向上・エンゲージの場」となり、また、タグ・スティーブンス（2018）によると「メディ
ア」としての価値を見出されているリアル店舗 (24)において、様々な販売チャネルへの購買
行動の影響と関係性とを明らかにしていくとともに、いくつかの仮説と構築したモデルの
検証をおこない、アパレル流通・小売企業で、リアル店舗を主とした強みを最大限に活か
すための示唆を得ることである。 本研究では、同じ業態でストアロイヤルティの異なる 3
つのブランドついて、消費者行動のストアロイヤルティ理論の観点を取り入れ、仮説・モ
デルの検証をおこない、以下の 2つを明らかにしていくことを目的としている。 
 
1、リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、
専業 EC）への行動的ストアロイヤルティに対する影響を明らかにすること 
                                                   
 (24) タグ・スティーブンス（2018）『小売再生 ―リアル店舗はメディアになる』プレジデント社 
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2、リアル店舗での購買経験と態度的ストアロイヤルティが与える、各販売チャネル（リア
ル店舗、自社 EC、専業 EC）の関係性、影響度を明らかにすること 
 
第２項 本研究のアプローチ 
本研究のアプローチとしては先行研究を基として現在リアル店舗と EC（自社・専業とも
に）を運営しているアパレル流通・小売企業の 3つのブランドにフォーカスし、その消費
者に対するインターネット調査を実施し、仮説・モデルの分析・検証をおこなっていく。 
 
第３項 本研究の意義 
本研究の意義として、急激な ECシフトやオムニチャネルが進むアパレル流通・小売企業
において、リアル店舗、自社 EC、そして専業 EC での各販売チャネルでの影響度や関係性
について学術的な既存研究が現状ほとんどない。そんな中、本研究は実際のアパレル流通・
小売企業のブランドを対象とし、リアル店舗での購買経験、ストアロイヤルティという観
点から各販売チャネルでの購買に与える影響について、仮説・モデルの検証というアプロ
ーチから具体的に実証研究を行い、示唆を得ていくということについて意義があるものと
考える。また、実務的にもリアル店舗でのストアロイヤルティによる各販売チャネルでの
購買行動、そして購買経験とストアロイヤルティが与える各販売チャネルの関係性を明ら
かにすることで、今後リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業がリアル店舗から EC
へ消費者の購買行動がシフトしている今、リアル店舗ですべきこと、ECでの使い分けにつ
いての示唆を得られ、且つ、リアル店舗で構築したストアロイヤルティによる ECへの購買
行動を明確にすることにより、リアル店舗での評価軸を売上だけではない指標の示唆がで
き、企業に対して一石を投じる事も出来ると考える。 
 
第４節 本研究の構成 
本研究は 7つの章で構成されている。その構成と概要については以下の通りである。 
まず第 1 章において本研究を研究テーマとして扱う出発点となった問題意識と背景につ
いて触れる。 
続いて第 2章ではアパレル業界の歴史、そして定義とその分類、また ECが発展した背景
である技術的側面と、消費者側の側面を中心に振り返る。次に専業 ECの分類と自社 ECの
課題を振り返り、販売チャネルの多様化と消費者の購買行動の変遷について整理する。 
15 
 
第 3章ではロイヤルティの概念を整理し、ストアロイヤルティについて先行研究のレビ
ューを行う。 
第 4章では、先行研究に基づいて理論的な根拠を整理し、本研究の仮説を構築し、モデ
ルの提示を行う。 
第 5章では本研究の調査にあたり、調査対象のブランドの選定と調査の概要を整理する。 
第 6 章では本研究の仮説について実証分析を行う。309 のサンプルからアンケート調査
を実施し、SPSS と Amos により測定尺度の妥当性と信頼性を確認し、共分散構造分析と一
元配分分散分析、χ2乗検定で仮説を検証し、各仮説の検証結果をまとめる。 
第 7章では本研究の研究結果をまとめる。支持されない仮説についても検討し、本研究
の研究結果により実務的なインプリケーションを提示し、社会への提言に結び付けたい。
最後に本研究の限界について検討したうえで、これからの研究に向けて課題を議論する。 
  
 
第２章 アパレル業界分析 
第 2章では、本研究のテーマでもあるアパレル業界に関して、アパレルの定義とその分
類、そしてアパレルを中心とした EC業態の発展や、時代背景を振り返り、本研究で扱うア
パレル業界の動向について提示し、本研究で取り扱う言葉の定義と整理を行うこととする。 
 
第１節 アパレル業界の歴史 
中込（1977）によると、アパレル産業（以降本研究の言葉と揃えるために、アパレル産
業のことをアパレル業界と言う）という言葉が 1972 年ごろから登場した (25)。また、本格
的に使用され始めたのは、1977年に通産省生活産業局がこの語を用いた報告書（通商産業
省（1977））を刊行してから一般化したと言われている (26)ため、日本のアパレル業界の歴
史を 1970年代に遡って整理する。アパレル業界という言葉が日本で一般化してからすでに
40年近くが経過しており、すでに周知の業界となっているが、その経過の中でアパレル業
界に関する定義も様々であるため、以降アパレルに関する本研究での定義を行った上で、
本研究を進めていく。 
 
                                                   
 (25) 中込省三（1977） 『アパレル産業への離陸−繊維産業の終焉』東洋経済新報社,179 
 (26) 鍜島康子（2006） 『アパレル産業の成立―その要因と企業経営の分析』 東京図書出版会 
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第１項 アパレル業界の構造 
アパレル業界は様々業種が含まれるため、アパレル業界の構造を歴史の変遷とともに本
項では整理を行う。なお、本項ではアパレル業界という言葉が一般化した 1970年以前と以
降にフォーカスし、振り返ることとする。 
まず 1970年以前のアパレル業界は、オートクチュールと言われる、オーダーメイドで洋
服を仕立てることが一般的で、繊維・テキスタイル業界の「川上」がアパレル業界をリー
ドしていた（図２－1）。しかし、1960年代の高度成長期に伴いアパレル商材の消費も拡大、
大量生産・大量販売体制を担ったのが、「川中」と言われる株式会社オンワード樫山 (27)や
株式会社三陽商会 (28)に代表されるアパレル製造業・メーカーであった。 アパレル製造業・
メーカーは、アパレルの企画･設計と生産管理を含めた生産体制構築、百貨店をはじめとす
る小売業者への全国的な販売体制、直接消費者に対するブランド構築において主導的な役
割をも果たした。それによりアパレルの生産・流通の要のポジションを確固たるものとし、
「川中」主導の既製服の需要が拡大した。また「川下」と呼ばれるアパレルショップも大
量消費時代に伴い大きく発展し、川下の代表例である百貨店ではプレタポルテと言われる
既製服の売場を拡大していった。1970年以前は「川上」がアパレル業界の主導権を握って
いたが、「川中」や「川下」が徐々に力を持ち始め、アパレル業界の構造が変化していった
タイミングであった (29)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
 (27) 株式会社オンワード樫山 サイト https://www.onward.co.jp/ 
 (28) 株式会社三陽商会 サイト https://www.sanyo-shokai.co.jp/ 
 (29) 島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点の考
察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号,18 
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図２－1 川上・川中・川下 の生産流通(繊維・アパレル・流通・小売の過去垂直型) 
 
（出所）島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点
の考察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号,20 
 
1970 年以降は既製服がメインとなり、「川中」が主導権をより強く握るようになった。
1980 年前後には「イッセイミヤケ」 (30)や「ヨウジヤマモト」 (31)、「コム・デ・ギャルソ
ン」 (32)に代表される DCブランド (33)ブームをも迎えた。しかし、プラザ合意による国際間
                                                   
 (30) イッセイミヤケ：三宅一生をデザイナーとする日本のファッションブランド  
サイト https://www.isseymiyake.com/ja/brands/isseymiyake 
 (31) ヨウジヤマモト：山本耀司をデザイナーとする日本のファッションブランド 
サイト http://www.yohjiyamamoto.co.jp/ 
 (32) コムデギャルソン：川久保玲をデザイナーとする日本のファッションブランド 
サイト http://www.comme-des-garcons.com/ 
 (33) DCブランド：デザイナーズ（Designer's） & キャラクターズ（Character's）の略で日本の衣服メーカー
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競争の激化や、1990年初頭のバブル景気崩壊による消費の冷え込みにより、アパレル業界
全体が厳しい状況に直面することとなった。その後、いままでのアパレルメーカーとして
の機能だけではなく、小売も行う製造小売業（speciality store retailer of private label 
apparel、以降 SPA と言う）が登場し、アパレル業界を牽引していくこととなる (34)。SPA
の代表企業としてはユニクロを運営する株式会社ファーストリテイリング (35)や、海外では
ZARAを運営するインディテックス（本拠地：スペイン） (36)などが挙げられる。 
また、百貨店などを代表とする「川下」も「川中」同様、大きく躍進を遂げた。島崎・
窪添（2008）によると、量販小売店も同時期に、百貨店の業態を異とした勢力の「スーパ
ーストア」として台頭し、独特の「流通革命」や「問屋無用論」が提唱された。当時はメ
ーカー志向の製品を消費者に販売する「プロダクトアウト」の考え方が主流で、小売店の
役割は限られていたが、1990年以後、販売低迷を受けて発生する消費者ニーズ志向の「マ
ーケットイン」へと変化したことで小売店も淘汰と移行化が進み、多様化されたと述べて
いる (37)。そして OEM (38)の台頭により、「川下」であった小売業がより力を持ち始めること
が可能となり、1970年前後を境にアパレル業界が川上である繊維メーカーが主導権を握っ
ていた川上・川中・川下の垂直型構造（図２－1）から、より消費者に近い立場である川中、
川上が主導権を握る水平型構造へ大きくシフトしていった（図２－2）。 
再度アパレル業界の構造を整理し、まとめたものを以下表２－1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                          
ブランドの総称 
 (34) 鍜島康子（2006） 『アパレル産業の成立―その要因と企業経営の分析』 東京図書出版会 
 (35) 株式会社ファーストリテイリング サイト https://www.fastretailing.com/jp/ 
 (36) INDITEX サイト https://www.inditex.com/ 
 (37) 島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点の考
察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号 
 (38) OEM：original equipment manufacturerの略、直訳で「相手先企業による生産」 
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図２－2 川上・川中・川下 の生産流通(繊維・アパレル・流通・小売の現在水平型) 
 
（出所）島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点
の考察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号,20 
 
表２－1 川上・川中・川下の分類まとめ 
 
（出所）センケン JOB https://job.senken.co.jp/shinsotsu/articles/distribution-structureを元に筆者
作成 
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第２項 アパレル業界の分類 
消費者に商品を販売する川下の小売業（百貨店、スーパーマーケットなど）と、商品を
生産者から仕入れて小売業に卸す卸売業を運営する川中の流通業があり、生産者から消費
者に商品が届くまでには様々な企業が介在している。本研究では消費者の購買行動を調査
することを目的としているため、最終購買者である消費者に直接商品を販売している業種
を対象とする。よって SPA も含め、流通・小売業を運営する会社を流通・小売企業と定義
し、本研究の対象業界であるアパレル業界の流通・小売企業を「アパレル流通・小売業」
と称することし、次項でアパレル流通・小売業の細分類を行う。 
 
第３項 アパレル流通・小売業の分類 
経済産業省 2007年の商工業実態基本調査の統計によれば、織物・衣服・身の回り品小売
業で 15万以上もの企業、そして東京都には 1割程度にもなる 1.5万企業、そして次ぐ大阪
も 1.2万企業が存在している (39)。ブランドに至っては無尽蔵にあることが考えられ、市場
が飽和状態になっていることが伺える。ただし言及した市場規模にはファッション業界と
アパレル業界が混在しているため、「アパレル業界」を今一度整理をした上で本研究を進め
たい。なお、ブランドとは「製品につける名前、ないしは名前がついた製品そのものをい
う。転じて他と区別できる特徴を持ち価値の高い製品のことを指す場合がある。」 である
が(40)、本研究では対象を店舗に置いている為、店舗を区別するものを「ブランド」として
定義をし、本研究を進める。 
アパレル業界とは、アパレルを直訳すると「衣服」「衣料」「既製品」などの意味合いが
あり、辞書でも「衣料品産業(主に製造分野)」と説明がされている。つまり扱う商材は衣
料品が主となるため、雑貨や小物などを含まないが、靴やスカーフなど一部商品は「ファ
ッション小物」として考えられることが多く、実際のアパレル流通・小売業でもアパレル
（衣服）とのクロスセル販売を促進し、ブランドのイメージを強固にするために、靴やア
クセサリーなどのファッション小物を一緒に販売している店舗が多くみられる。よって今
回のアパレル業界を、「アパレル（衣服）を主とした業界」と定義し、アパレル流通・小売
業は、「アパレル（衣服）を主とした業界の小売業」と再整理をしたい。 
一方、ファッション業界とは、直訳すると「流行」の意味で、「衣料」や「洋服」の意味
                                                   
(39) 経済産業省 2007 年 商工業実態基本調査 
(40) 株式会社日本ブランド戦略研究所 ブランド用語集 
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ではない。ただし広域の意味でアパレルも包括しているが、今回はアパレル業界の流通・
小売に特化した研究を進めていくこととする。（図２－3） 
 
図２－3 ファッション業界とアパレル業界 
 
（出所）筆者作成 
 
また、アパレル流通・小売業は以下表２－2 のように大きく「百貨店」、「量販店」、「専
門店」の 3つに分類することができ、それぞれの分類と整理を行う (41)。 
「百貨店」については、既出の通り三越伊勢丹 (42)やそごう・西武 (43)、大丸松坂屋 (44)
を代表する業態で、何でも揃っている（百貨）お店という意味がある。また日本大百科全
書による法的定義では、1956年（昭和 31）に制定された百貨店法（第二次）に明記されて
いたが、1973年の同法の廃止とともに法律文のうえでの定義はなくなった。なお、百貨店
法とは、企業としての百貨店を「物品販売業であって、これを営むための店舗のうちに、
同一の店舗で床面積の合計が 1500平方メートル（都の特別区およびその他政令指定都市の
区域内では 3000 平方メートル）以上のものを含むもの」（2 条）であると記載しており、
現在の日本百貨店協会の会員資格もほぼ百貨店法の規定と同じである (45)。 
「量販店」は総合スーパー（General merchandise store 、以降略して GMS という）や
                                                   
 (41) 『ファッションビシネス用語辞典 改訂版』文化出版局（1996） 
 (42) 三越伊勢丹ホールディングス サイト https://www.imhds.co.jp/ 
 (43) 株式会社そごう・西武 サイト http://www.sogo-seibu.co.jp/ 
 (44) 大丸松坂屋 サイト http://www.daimaru-matsuzakaya.com/ 
 (45) 『日本大百科全書』小学館（2001） 
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スーパーマーケット、スーパーなどがあり、代表的な店舗としては、イオンやイトーヨー
カドーなどが挙げられる。1974 年、そして 1979 年に施行された大型法により、量販店が
都心から郊外へ移行し、1990 年代に急増したショッピングセンター（以降 SC）は、2000
年の大型法廃止以降、営業時間も長く 1日中滞在できる時間消費型施設として巨大なモー
ル型 SCが主流となった (46)。  
最後の「専門店」は UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）などのセレクトショップ
やユニクロを代表する SPA 型、ワンブランド型などがある。また、福田（2015）を参考に
専門店をさらに分類を行い、以下表２－3 に示す。その中でも「専門店」は、ルイヴィト
ンやグッチに代表されるワンブランドの「ラグジュアリー」、セレクトショップに代表され
る「トレンド」、そしてユニクロやしまむらなどの「マス・ボリューム」の 3つに分類がで
きる (47)。 
 
表２－2 小売・サービス業態体系 
（出所）『ファッションビシネス用語辞典 改訂版』文化出版局（1996）を元に筆者作成 
 
 
 
 
 
                                                   
 (46) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界 
 (47) ローランドベルーガー 福田（2015）『アパレル市場を科学する』レポート 
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表２－3 専門店分類 
 
（出所）ローランドベルーガー 福田（2015）『アパレル市場を科学する』レポートを元に筆者作成 
 
第２節 アパレル業界での EC 分析 
ECが登場する以前のアパレル流通・小売業は、実際にリアル店舗を構えて多くの売上・
収益をあげてきた。ただし、インターネットの普及に伴いインターネットを利用した小売
業、つまりは ECが登場したことにより、アパレル流通・小売業だけでなく小売業全体にパ
ラダイムシフトを起すこととなる。本節では、EC 登場の背景と EC によるメリットを様々
な側面から整理する。 
 
第１項 EC 浸透の背景 
ECが登場し、浸透してきた理由を把握するには、技術的な側面と消費者側の側面があり、
歴史的背景とともに振り返る必要がある。本項では、ECが登場するに至った技術的発展と、
消費者側の変化に関して論じる。 
まずは技術的側面であるが、近年、情報通信システムの高度化や、2008年以降の急激な
スマートフォンなど情報端末の普及、インフラの整備が進んできたことが大きい要因であ
る。また、消費者側の側面としては、1985年に制定された男女雇用機会均等法をきっかけ
に、女性の社会進出が進み、買い物などの娯楽に使える可処分時間が少なくなってきたこ
とも要因として挙げられる。つまりは、買い物などの可処分時間が縮小し、時間が限られ
る消費者が増えた中、スマートフォンの普及により、アパレルを購入する際に時間と場所
を選ばないリアル店舗とは別の販売チャネルでえある「EC」が消費者にとってのニーズを
満たしていたため、より浸透が進んだと考えられる。 
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第２項 EC のメリット 
EC のメリットは前項で述べたように消費者側だけではなく、企業側にも EC にシフトす
ることによるメリットは大きい。運営コストと、在庫効率も圧倒的にリアル店舗より EC
の方が有利なのである (48)。実際リアル店舗の運営には、家賃、光熱費、販売管理費、人件
費など様々な費用が発生するが、EC の運用はアパレル流通・小売企業が運営する自社 EC
であれば、システム運営費や物流費、専業 EC に委託する場合は自社 ECの費用にプラスし
て、専業 ECへの販売手数料や物流委託費などが発生するが、リアル店舗を運営する費用と
比較すると費用を抑えることが出来る。そのファクトとして自社 ECとリアル店舗の場合で
の経費率推移を以下図２－4 にまとめる。リアル店舗として店舗を構える場合は百貨店や
駅ビルなどにテナントを借りて家賃を払うが、その費用とリアル店舗で働く人件費を加味
すると、ピークであった 2016年では 36～38％であるが、自社 ECを運営した場合は同年で
31％と 5～7％程度の経費の差が発生しており、ECがより効率的で企業側にもメリットがあ
る事がこの図からも読み取れる。 
 
図２－4 自社運営 ECと店舗販売の経費率推移 
 
（出所）小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,19 
 
                                                   
 (48) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,19 
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また、ECのメリットは、売上が上がったタイミングでより顕著となる。理由は、リアル
店舗だと売上連動で家賃を設定されていることが多いが、ECの場合は固定費が大きいため、
損益分岐を超えてからの利益率が大幅にアップするためである。またリアル店舗だと必ず
発生する店舗内装費や敷金などの初期投資が大きな負担になっていたが、ECだと不要とな
るため、売上が上がるほど ECではより利益が出やすい構造となっている。 
他には、在庫管理の面でもメリットは多い。リアル店舗の場合は、多店舗に在庫が分散
してしまうが、ECの場合は在庫が集約されており、機会ロスを少なくすることが可能であ
る (49)。 
つまりは今まで百貨店や量販店などの場所を借りて運営してきたアパレル流通・小売企
業にとって、ECに移行することは、消費者側のニーズでもあり、企業側にとってもメリッ
トが多いことが伺える。 
 
第３節 EC の現状 
本節では ECの現状について整理したい。前述の通りアパレル流通・小売企業が運営する
自社 ECと、アパレル商材に特化して ECを運営する専業 ECがあると述べたが、まずは専業
ECの分類を行った上で、自社 ECの現状を論じる。 
 
第１項 専業 EC の分類 
小島によると、専業 ECは大きく 4 つに分類される (50)。本項ではそれらの代表的なサイ
トとそれぞれの分類のメリット、デメリットを挙げ整理を行う。 
 
（1）場所貸し型 
代表的なサイトとしては楽天市場や Yahoo！ショッピングなどが挙げられる。プラット
フォームを企業に与え、場所貸し型の企業は消費者を誘致し取りまとめる。売上課金は数％、
ないしは名目無料であるが、数千数万もの出店者がひしめく中、自社ページに誘導するた
めにさまざまなプロモーションが必須で、既成パッケージを活用しても ECのフロント構築
から出荷までほぼ出店企業側の責任となるため手間がかかる。売上げを伸ばすには、自助
努力の積み重ねが不可欠となり、自社での人件費や外注費用まで加えれば決してアパレル
                                                   
 (49) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,20 
(50) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,45 
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流通・小売企業にとってはコストが安いものではないが、カード情報を除けば顧客情報も
手に入ることがメリットとして挙げられる。 
 
（2）フルフィル型 
 在庫を預けて ECフロントから出荷まで全てお任せするのが「フルフィル型」である。代
表的なサイトとしては ZOZOTOWNが挙げられる。人気のファッションモールであると売上は
取れるが、手数料率も 25〜35％と百貨店並みにかさみ、複数のフルフィル型 EC に展開す
ると在庫の分散が避けられない。売上課金制で消化仕入れと同じ概念であり、販売方法等
は百貨店に近いが、顧客データも全く入って来ないのがデメリットである。 
 
（3）マーケットプレイス型 
場所貸し型とフルフィル型の中間に位置付けられるのが、ECフロントのシステムと受注
は EC 側、ささげ(51)と出荷はテナント側という「マーケットプレイス型」がある。代表的
なサイトは Amazon が挙げられる。EC 側のささげや在庫管理・出荷、宅配運賃の負担が無
い分、手数料率は「フルフィル型」より 10ポイント以上軽くなると言われている。出店す
るアパレル流通・小売企業にとっては、自ら一部コストを負担するため、トータルコスト
はさほど低くはならないが、自社 ECのささげや出荷の体制が整った事業者なら低コストに
回せ、在庫を分散しないで済むことがメリットとして挙げられる。顧客情報は「出荷伝票
データ」のみに留まり、決済関連や属性情報までは入ってこないのがデメリットである。 
 
（4）ハイブリット型 
フルフィル型の在庫分散を解消するのが「ハイブリッド型」である。受注に基づき自社
ECでのセンターで商品ピックを行い、ハイブリッド型を運営するセンターへ出荷し、そこ
から消費者へ配送されるシステムである。サイトとしては SHIBUYA109 NET SHOP などが挙
げられる。アパレル流通・小売企業では在庫分散のリスクは減らせるが、消費者にとって
タイムラグ、そして 2 重の費用が発生、かつ顧客のデータが取得できない為、顧客一元管
理が困難である。 
 
 
                                                   
(51) 「撮影（さつえい）」「採寸（さいすん）」「原稿（げんこう）作成」の頭文字をとった略称 
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第２項 自社 EC の現状 
前項では専業 ECについて整理を行ったが、本項では自社 ECの動向をまとめる。第 1章 
第 2節でも述べた通り、専業 ECの手数料が増加したことや顧客データの一元管理の重要性
もあり、自社 EC へのシフトが顕著である。図２－5 によると、2015 年には 39％だった自
社 EC 比率が 2018 年には約半数の 46％となり、EC 比率の推移とともに多くのアパレル流
通・小売企業が自社 ECへシフトしたことが伺える (52)。 
 
図２－5 アパレル業界の自社 EC比率推移 
 
（出所）小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,47 
 
但し、自社 EC を運営していく上で大きな問題もあるともいわれている (53)。1 つ目は企
業体質として、ECが理解できないこと、そしてもう一つは、給与水準の壁である。 
1 つ目の問題の企業体質については、アパレル流通・小売企業が今まで多くの収益を上
げてきたのは、リアル店舗であることは間違いない。そのためリアル店舗での販売方法に
                                                   
 (52) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,47 
 (53) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,49 
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ついてはノウハウやスキルがあるが、ECでの販売となるとノウハウやスキルが異なるため、
ECについての理解が専業 ECを行う企業より劣るため理解が遅いことが挙げられる。 
2 つ目の給与水準の壁は、ECやシステム構築の知見をもった働き手とアパレル流通・小
売企業の給与水準が大きく違うということである。アパレル流通小売企業の平均年収は
400万前後ともいわれており、ECやシステム構築の知見があるものは ECシフトが起きてい
る今引く手数多の為、必然的に年収が上がるが、アパレル業界自体が収益性もよくない為
大幅に年収をあげることが難しい。そのためニーズと現状の差が生まれ、アパレル業界に
EC人材が確保できないという現象が起きている。 
そんな中、リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業は自社 ECが思う様に運営でき
ない状態が続くことが懸念されるが、時勢や消費者の購買行動からすると、ECへのシフト
は逃れることができない。しかし、リアル店舗は急になくならなるわけではなく、むしろ
専業 ECとの差別化要因にもなりうると考える。つまりはリアル店舗をどう活用するかが今
後より重要になってくると考える。また、リアル店舗では五感を刺激する事で印象付け、
満足度を上げる事でエンゲージ度を高めることも出来ると考える。 
 
第４節 消費者と販売チャネルの分析 
前述の通り、スマートフォンの普及により、ECという販売チャネルが増え、消費者も購
買時の選択の幅が広がった。それに伴い、商品を提供する側のアパレル流通・小売企業と
消費者との関係（販売チャネル）も多様になってきた。本節では、奥谷（2016）の論文を
元に、消費者とチャネルの変遷を整理していく。 
 
第 1項 消費者と販売チャネルの変遷 
消費者とチャネルの変遷を図２－6に示した。まず初期段階である「シングルチャネル」
とは消費者との接点が 1点のみのことを指し、第二段階の「マルチチャネル」との違いは
接点が単一か複数化の違いのみである。マルチチャネルの場合は EC が普及し始めた 2008
年代前後の動向である。次に第三段階の「クロスチャネル」の考えになると、消費者がチ
ャネルごとに使い分けをし、商品を購買することになる。例として挙げると、リアル店舗
では実際に商品を見て試着し、購買を好きな時に好きな場所で EC購入したりすることであ
る。これらはリアル店舗のショールーミングと言われ、リアル店舗が試着やショールーム
のみとして使われることを表している。昨今はウェブルーミングと言われる、ECで商品を
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確認し、リアル店舗で実物を確認後購入するという流れも起きており、複雑な購買行動に
なっていることが伺える。最後に「オムニチャネル」であるが、クロスチャネルと似たよ
うな概念ではあるが、どのチャネルでも消費者にとってシームレスなブランドでの体験が
できることが前提である (54)。 
 
図２－6 チャネル理論の推移 
 
（出所）奥谷考司（2016）『オムニチャネル化する消費者と購買意思決定プロセス』マーケティング JOURNAL,23 
 
このように、消費者が様々な販売チャネルを横断するのが前提となっており、その中で
もシームレスな体験が求められていている。そのためには顧客情報の一元化による管理が
必要となり、リアル店舗・自社 ECでの購買行動を読み解くことがより重要になってきてい
る。 
 
 
第３章 既存研究の整理 
これまでのストアロイヤルティに関する消費者行動分野における研究は、消費者行動研
究の中でも古い研究領域の１つであるため、数多くの研究がなされており、ストアロイヤ
                                                   
 (54) 奥谷考司（2016）『オムニチャネル化する消費者と購買意思決定プロセス』マーケティング JOURNAL 
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ルティに影響を及ぼす店舗属性に関する既存研究においても、「満足（顧客満足、消費者満
足）」が重要な概念として示されている。顧客満足に関しては様々な研究がなされてきてお
り、本来サービスにおける文脈で議論されることが多かったが、近年は小売業全般におい
て、髙橋（1998）など、 購買行動における消費者満足を研究している既存研究も存在して
いる (55)。 
また、現在消費者行動分野において、中村（2016）のように、リアル店舗と ECでの購買
行動を分析したものはあるが (56)、リアル店舗で構築したストアロイヤルティや購買経験が
どれだけ ECへ寄与しているのかを検証する研究はほとんどされていない。またストアロイ
ヤルティによる自社 ECと専業 ECとの関係性について検証している研究もほとんどされて
おらず、既存研究はとても少ないというのが現状である。本項では、基本となるロイヤル
ティの考え方と、ストアロイヤルティの構築という 2つの観点を中心に先行研究を整理し
ていく。 
 
第１節 ロイヤルティ 
ロイヤルティの枠組みに関する研究においては、Day(1969)によると、主に態度的側面と
行動的側面の 2つの側面がある (57)。そしてさらにロイヤルティの段階形成まで議論を進め
た Oliver(1999)の研究よると、ロイヤルティ形成とは、信念・態度（感情）・意図という
伝統的な態度構造に準拠した、①認知的ロイヤルティ、②感情的ロイヤルティ、③意欲的
ロイヤルティ、④行動的ロイヤルティの４段階で捉え、①から④に進むに連れてより強い
ロイヤルティが形成されていくとまとめている。また、すべての段階を踏まえた状態が真
のロイヤルティとなるとしている。それぞれの詳細は以下表３－1 となるが、①から③が
態度的側面で、④が行動的側面であると述べている (58)。 
 
 
 
                                                   
 (55) 髙橋郁夫（1998）『買物行動における消費者満足プロセス』三田商学研究（慶應義塾大学）第 41巻第１
号，85-99 
 (56) 中村雅章（2016）『インターネット・ショッピングをと実店舗を利用したファッション衣料の購買行動』
中京ビジネスレビュー 
 (57) Day, George S.（1969）,『A two-dimensional concept of brand loyalty』 Journal of Advertising Research, 
Vol.9,29−35 
 (58) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63,33-44 
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表３－1 ロイヤルティ分類 
 
（出所）Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63,33-44 
 
また、Dick and Basu(1994)は、顧客ロイヤルティに影響するものとして、認知的側面、
感情的側面、動機的側面の 3つが相対的な態度（Relative Attitude）に影響し、社会的
な規範や状況における影響を受けながら反復購買（Repeat Patronage）という行動的ロイ
ヤルティを形成し、その結果として他のブランドを探索したりせず、ブランドを庇い、よ
い口コミをするという行動を引き起こすと述べている (59)。（図３－1） 
最後に、Aaker(1991)はロイヤルティの形成に影響する変数として、行動的側面であるリ
ピート率・購入比率など、スイッチングコスト、態度的側面である満足度、好意度、コメ
ットメントなどがあり、特にすべてにおいて重要な鍵は満足度であると述べている (60)。 
以上のように、ロイヤルティを考えるにあたり、態度的側面と行動的側面の両側面に分
けて捉えアプローチすることが多い。 
 
 
 
 
 
                                                   
 (59) Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 
Journal of the Academy of Marketing Science,Vol.22, No.2,99-113 
 (60) David A.Aaker(1991)『MANAGING BRAND EQUITY』 
(陶山計介・中田善啓・尾崎久仁博・小林哲訳『ブランド・エクイティ戦略』(2013) 
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図３－1 顧客ロイヤルティの枠組み 
 
（出所）Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 
Journal of the Academy of Marketing Science,Vol.22, No.2,100 
 
第２節 ストアロイヤルティ 
峰尾（2012）によると、ストアロイヤルティとは、「ある特定の店舗に対する顧客のロイ
ヤルティ（忠誠度・ 愛顧度）を意味、継続的に購入を行う固定客の確保、ひいては長期的
な視点での店舗の繁栄へとつながると考えられているため、小売業にとっては、如何にそ
の度合いを高めるかということが重要な課題となっているのである。」とある (61)。本研究
でもストアロイヤルティは消費者の店舗に対する忠誠心、エンゲージ度と定義する。 
また、第 1節で述べたように、ロイヤルティは態度的側面と行動的側面の両面からアプ
ローチすることが多いが、ストアに対する信頼度に着目したストアロイヤルティについて
も同様である。ストアロイヤルティに影響を及ぼす要因としての既存研究としては、多様
な店舗属性とストアロイヤルティの測定尺度の組み合わせから実証研究が行われている。  
髙橋（2004)の研究によると、態度的ロイヤルティ因子と行動的ロイヤルティ因子という
2 因子が抽出され、前者の構成する指標としては「買物満足」「店舗に対する態度」「今後
の利用意図」の 3つが挙げられ、後者の構成指標としては「当該店利用比率」「当該店利用
回数」の 2つとなることを示している (62)。また、峰尾（2012）では店舗属性、店舗イメー
ジ、ストアロイヤルティ（態度的ストアロイヤルティ、行動的ストアロイヤルティ）にお
                                                   
 (61) 峰尾 美也子（2012）『食料品購買における消費者満足とストア・ロイヤルティ』東洋大学 
 (62) 髙橋郁夫（2004）『小売マーケティング成果と買物行動』三田商学研究（慶應義塾大学）第 47 巻第 3
号,237-239 
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ける因果関係および尺度の議論を踏まえ、また、店舗業態選択についての Monroe and 
Guiltinan（1975） (63)および Baker，Parasuraman， Grewal and Voss（2002） (64)の店舗
選択モデルを援用することで、以下図３－2 のような包括的な消費者の業態選択に関する
モデルを提示している。 
 
図３－2消費者の業態選択に関するモデル 
 
（出所）峰尾 美也子（2012）『食料品購買における消費者満足とストア・ロイヤルティ』東洋大学,63 
 
なお、図３－2 のモデルの行動的ストアロイヤルティに関しては、前述の髙橋（2004）
の「当該店利用比率」「当該店利用回数」2因子に対して、RFM (65)分析の 3つの要素である
R（Recency：直近購買日）、F（Frequency：累積購買回数）、M（Monetary：累積購買金額）
を用いていることを言及しておく。現実を反映した行動的ストアロイヤルティの尺度とし
て、R・F・M の 3つの指標を採用し、モデルを提言している。 
 
                                                   
 (63) Monroe, Kent B. and Joseph P. Guiltinan (1975),『A Path-Analytic Exploration of Retail Patronage 
Influences,』 Journal of Consumer Research , 2 (1), pp.19-28. 
 (64) Baker, Julie, A. Parasuraman, Dhruv Grewal and Glenn B. Voss (2002),『The Influence of Multiple 
Store Environment Cues on Perceived Merchandise Value and Patronage Intentions,』 Journal of Marketing , 
66(2), pp.120-141. 
 (65) RFM分析とは CRMの１つの手法として用いられており、POS データや顧客 ID 付の購入履歴データなどを
用いて作成した指標をもとに、顧客をランク付け・グループ分けする目的で実務家の間でよく使われている手
法。優良顧客やリピート顧客などの識別、顧客グループの推移状況の判断などが可能になるとされている。 
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第４章 仮説の枠組み 
第１節 仮説 
第 3章で整理した先行研究から、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」によっ
て引き起こされる各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、そして専業 EC）の「行動的スト
アロイヤルティ」への影響、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」の差による各
販売チャネルの関係性。リアル店舗での購買経験による ECでの購買経験の差と、ストアロ
イヤルティとの関係性。そして、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」の差によ
る ECの利用動向から、仮説を 4つのカテゴリに分類した。そしてそれらをリアル店舗、自
社 EC、専業 EC の販売チャネルごと、あるいは購買経験、ストアロイヤルティの違いによ
りさらに分け、下記の通り 12個の仮説を設定した。 
 
仮説 1-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「リアル店舗での行動的ストアロ
イヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
 
仮説 2-a：リアル店舗での購買経験は、自社 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
仮説 2-b：リアル店舗での購買経験は、専業 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
仮説 2-c：リアル店舗での購買経験が自社 ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
仮説 2-d：リアル店舗での購買経験が専業 ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
 
仮説 3-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、より多くの販売
チャネルを利用する。 
仮説 3-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、専業 ECより自社
ECをより利用する。 
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仮説 4-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
自社 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
仮説 4-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
専業 ECの購買経験者」の重なる割合は少ない。 
仮説 4-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「自社 EC と専
業 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
 
主に、仮説 1は今回対象とする 3つのブランドにおけるリアル店舗での「態度的ストア
ロイヤルティ」、そして各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、専業 EC）での「行動的ス
トアロイヤルティ」を、モデルに沿いプロマックスのα係数にて顕在因子が 1つの潜在因
子に要約されるか確認した上で、共分散構造分析の確認的因子分析によるモデルの検証を
行った。 
仮説 2 については、リアル店舗での購買経験が EC への販売チャネルへどのような影響
を与えているのかをχ2 乗検定により検証し、またリアル店舗で構築した「態度的ストア
ロイヤルティ」が EC購買へ影響を与えているかどうかどうかを対象とする 3つのブランド
をリアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティの高低さをつけ、検証していく。 
なおχ2乗値は、実績値かが期待値と一致していない、すなわち両変数間に 何らかの関
係性があることを示す数値であるが、実績値と期待値の不一致が偶然発生したかどうかを 
p 値によって検討する。p 値が<0.05であれば関係性を否定する危険性が 5％未満であるこ
とを示す。また<0.01であれば関係性を否定する危険性が 1％未満であることを示す。よっ
て χ2乗検定値と検証結果の p値に着目し、変数間の関係性を検証することとする。 
仮説 3 については、消費者個人の「態度的ストアロイヤルティ」にフォーカスし、各販
売チャネルの利用頻度や購買行動について、回帰分析を用い検証していく。 
仮説 4は、対象とする 3つのブランドをリアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルテ
ィの高低さをつけ、仮説 2 と同様の理由よりχ2 乗検定により分析をし、差を検証してい
く。 
 
第１項 仮説 1 
仮説 1 では、リアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティは各販売チャネル（リア
ル店舗、自社 EC、専業 EC）の行動的ストアロイヤルティにどのような影響を与えているか
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についての仮説を立てた。 
峰尾（2013）によると、研究対象であった総合スーパー、高級食品スーパー、コンビニ
エンス・ストア、百貨店、食品スーパーの全業態において、態度的ストアロイヤルティは、
行動的ストアロイヤルティに正の影響を及ぼしており、業態が異なっていても態度的スト
アロイヤルティが高まることにより、行動的ストアロイヤルティは正の影響があると述べ
ている (66)。また、Oliver(1999)の研究では態度的ストアロイヤルティが高まれば、行動的
ストアロイヤルティに繋がると述べていることから (67)、以上の先行研究を基に、業態間の
違いではないが、販売チャネルが異なるという場合に置き換え、以下の仮説を設定する。 
  
仮説 1-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「リアル店舗での行動的ストアロ
イヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
 
第２項 仮説 2 
仮説 2ではリアル店舗での購買経験により、自社 ECへの購買、そして専業 ECへの購買
へどのような影響を与えているかについての検証を設定した。 
統計では 2 つ以上の販売チャネルで商品を購入する消費者は一般的に 30%以上多くの金
額を使うというデータもあり、リアル店舗での購買経験という体験がブランドやストアに
対してのエンゲージメントを高めるというデータもある。また、前述と同様になるが
Oliver(1999)によると態度的ロイヤルティの高まりにより、行動的ロイヤルティの拡大に
寄与すると述べている (68)。 
以上の先行研究を基に、リアル店舗での購買経験という体験が、オムニチャネル時代の
今、どれだけ差を生み出し影響しているのかを明らかにするために、以下の仮説を設定し
た。 
                                                   
 (66) 峰尾 美也子（2013）『食料品購買における消費者の業態選択行動』東洋大学 
 (67) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63 
 (68) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63 
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仮説 2-a：リアル店舗での購買経験は、自社 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
仮説 2-b：リアル店舗での購買経験は、専業 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
仮説 2-c：リアル店舗での購買経験が自社 ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
仮説 2-d：リアル店舗での購買経験が専業 ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
 
第３項 仮説 3 
仮説 3 では、リアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティが高い消費者の購買行動
についての仮説を設定した。 
Dick and Basu(1994)は、ロイヤルティについて反復購買という行動的ロイヤルティを形
成し、その結果として他のブランドを探索したりせず、ブランドを庇うと述べている (69)。
また仮説 2では、リアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティの高いブランドの各販
売チャネルによる顧客の拡大について明らかにしたが、視点を消費者ごとのブランドへの
態度的ストアロイヤルティが高さに注目し、態度的ストアロイヤルティの違いにより購買
行動がどう異なるのかを明らかにするために、前述の先行研究を基に以下の仮説を設定し
た。 
 
仮説 3-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、より多くの販売
チャネルを利用する。 
仮説 3-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、専業 ECより自社
ECをより利用する。 
 
第４項 仮説 4 
仮説 4 ではリアル店舗で構築した「態度的ストアロイヤルティ」の高さによって、各販
売チャネルでの顧客の拡張性に違いがでるのかについての仮説を設定した。 
仮説１ではリアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」による各販売チャネルへの影
響を明らかにしたが、各販売チャネルにより拡張している可能性もあるが、一方、単純に
                                                   
 (69) Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 
Journal of the Academy of Marketing Science,Vol.22, No.2,99-113 
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顧客に購買における利便性のみを提供し、各販売チャネル間でカニバリゼーションを起こ
している可能性も考えられる。また、前述と同様になるが Oliver(1999)によると態度的ロ
イヤルティの高まりにより、行動的ロイヤルティの拡大に寄与すると述べている (70)。以上
の先行研究を基に、販売チャネルが多様化し、オムニチャネルの概念が広まりつつある今
現在、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」の高さにより、顧客が拡大している
のか、販売チャネルごとにカニバリゼーションが起こっているのかを明らかにするため、
以下の仮説を設定した。 
 
仮説 4-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
自社 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
仮説 4-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
専業 ECの購買経験者」の重なる割合は少ない。 
仮説 4-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「自社 EC と専
業 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
 
第２節 モデル 
リアル店舗での態度的ストアロイヤルティによる各販売チャネルに与える影響の全体の
メカニズムについての先行研究は存在していないが、第 3章第 1節の先行研究で述べたよ
うに、業態別によるストアロイヤルティを研究した峰尾（2012）のモデルを参考にし、以
下の図４－1 のような販売チャネル別の 3 つのモデルを新たに立て、リアル店舗で構築し
た態度的ストアロイヤルティが販売チャネルごとの行動的ストアロイヤルティにおける影
響度の強さや特性を明らかにするため、共分散構造分析を行い、明らかにしていく。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
 (70) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63 
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図４－1 販売チャネル別モデル 
 
■リアル店舗のモデル              ■自社 ECのモデル 
        
 
■専業 ECのモデル 
 
 
（出所）筆者作成 
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第５章 調査 
第１節 調査対象選定 
今回の調査にあたり、第 2章 第 1節 第 3項を参考にカテゴリによる分類を行った。
また、今回の研究対象業界であるアパレル流通・小売業は経済産業省の 2018年度電子商取
引に関する市場調査の結果によると B to C-EC 市場拡大をけん引しているのは女性であり、
市場規模ベースで男性と比較し女性は 2倍以上と推定され、女性は年代に関係なくネット
を利用していると見られている (71)。その中でも特に 30 代の女性による購入が多いという
調査結果もあることから、アパレル商品の主な購入者であり、且つ ECを利用している層が
多い 20～30代が使用するブランドであること、そしてアパレルという商材から一定以上の
ロイヤルティを持ちやすいブランドであるという 2 点の観点から、専門店の中から「セレ
クトショップ」の業態に絞ることとした。 
また、全国セレクトショップ名鑑 2019によると、セレクトショップだけでも 1,977社が
存在していることが分かった (72)。その中からさらに絞り込みをかけるために、以下 7 つ
の観点で ブランドを選定した。 
 
1、取扱商品：メンズ、ウィメンズ 
2、ターゲット：20～30代 
3、店舗数が 30以上（関東近郊には 10以上）  
4、ストア創業 10年以上 
5、自社 ECサイトがある 
6、ZOZOTOWNを含む専業 ECサイトに出店している 
7、価格帯がシャツ 7,000円～20,000円未満 
 
1についてはアンケート対象者が男女にしており購買体験の公平性を期すために、2、に
ついては前述の通り 30代が最も EC購買が多いことから、ターゲットを EC購買がより身近
な 20代も含めた 20～30代に絞った。3、4については購買者の認知格差による差が少なく
するために設定し、5、6については、今回の研究がリアル店舗と自社 EC、専業 ECとの購
                                                   
 (71) 経済産業省 平成 29年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場
調査）,44 http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180425001/20180425001-2.pdf 
 (72) 全国セレクトショップ名鑑 2019（2018）ボイス情報株式会社 
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買行動の研究の為条件に組み込んだ。また、現在ブランドを取り扱う ECとしては、ZOZOTOWN
が一強となっているため、7については 4P(73)の Priceの観点を組み込み、価格による条件
を均一にすることで、ブランドにより消費者の差が出にくいように配慮をした。 
その結果、以下表５－1 の通り 8 のブランドが抽出されたが、その中からブランドのリ
アル店舗での態度的ストアロイヤルティの高低差が出やすいブランドであること、また認
知の差による偏りをなくすため店舗数の多さ、ブランドの創業年が近しいブランドである
という観点を優先し以下 3つのブランドを対象ブランドとし、調査を行った。 
 
「UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）」 
「nano・universe（ナノユニバース）」 
「URBAN RESEACH（アーバンリサーチ）」 
 
表５－1 ブランド一覧 
 
（出所）各ブランドのサイトを元に筆者作成 
 
 
なお、本研究の調査対象とした 3つのブランドを運営する会社概要は以下の通りである。 
 
                                                   
(73) ４Pとは Price、Place、Product、Promotionの略 
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①UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ） 
 
【会社名】株式会社ユナイテッドアローズ 
【創業】1989年 
【売上】1,283億（2018年 3月期、単体決算） 
【備考】17ものブランドを持つ、アパレル企業。「UNITED ARROWS 」はその中でも一番古
いブランドであり、主力のブランドである。2002年には東京証券取引所市場第二部に株式
上場をし、翌年 2003年には第一部へ銘柄を指定している。2005年から「ZOZOTOWN」に出
店し、2009年には株式会社ユナイテッドアローズ内の様々なブランドが揃う自社 ECサイ
ト「UNITED ARROWS LTD.ONLINE STORE」をオープンしている (74)。 
 
②nano・universe（ナノユニバース） 
 
【会社名】株式会社 ナノ・ユニバース 
【創業】2002年 
【売上】260億（2018年 2月期） 
【備考】現在は株式会社東京スタイルと株式会社サンエー・インターナショナルの共同株
式移転の方法による共同持株会社として設立された株式会社 TSIホールディングスの傘下
                                                   
 (74) 株式会社ユナイテッドアローズ サイト https://www.united-arrows.co.jp/index.html 
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に入っている。2005年から「ZOZOTOWN」に出店し、2013年には自社 ECサイトをオープン
している (75)。  
 
③URBAN RESEACH（アーバンリサーチ）」 
 
【会社名】株式会社アーバンリサーチ 
【創業】1989年 
【売上】685億（2018年 1月期） 
【備考】主なブランドで 14以上のブランドを取り扱う大阪に本社を置くアパレル企業。
2002年に関東に進出、2006年から WEB事業 部を大阪で設立し、2015年には東京にも WEB
事業部を置き、ECへの推進を強化している (76)。 
 
なお、選定した 3つのブランド「UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）」「nano・
universe（ナノユニバース）」「URBAN RESEACH（アーバンリサーチ）」の ECサイトの状況
は以下の表５－2の通りとなっている。選んだ項目は ECを使用する際のリアル店舗とは異
なり消費者にとってメリットのある項目と、サービス面の項目を主として定性的に抽出を
行った。 
どのブランドもリアル店舗での在庫確認、受け取りができ、且つポイントも相互利用で
きるようなオムニチャネル体制を整えている。大きな違いは送料と、お届け日時である。
SKU数は各企業の商品企画、製造力などに寄与するが、リアル店舗での SKU数平均が 200
～500前後であることを鑑みると、どのブランドもリアル店舗より多くの品揃えをしてい
ることが分かる。 
 
                                                   
 (75) 株式会社ナノ・ユニバース サイト http://www.nanouniverse.jp/ 
 ＴＳＩホールディングス サイト https://www.tsi-holdings.com/ 
 (76) 株式会社アーバンリサーチ サイト http://www.urban-research.co.jp/ 
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表５－2 ブランド別 ECサービス比較 
 
（出所）各ブランドの ECサイトを元に筆者作成 
 
また、インターネット調査では選定した 3つのブランドにおける、リアル店舗での購買
経験の有無を調査し、リアル店舗での態度的ロイヤルティを 3つの要素「買物満足度」、「店
舗への態度」、「今後の利用意図」を 5段階の尺度で聞いた。なお、尺度はすべて、1.そう
思う、2.ややそう思う、3.どちらでもない、 4.あまり思わない、5.全く思わない、の 5
段階で聞いた。 
さらに各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、専業 EC）での購買有無を確認し、購買者
には行動的ロイヤルティに影響を与えるかを 3 つの要素「購買金額」「購買利用回数」「直
近購買日」は 4～6段階の尺度で聞いた。なお、尺度については「購入金額」は、1.10％未
満、2.10～20％未満、3.20～30％未満、 4.30～40％未満、5.40～50％未満、6.50％以上の
6 段階で聞いた。また、行動ストアロイヤルティの要素「購買金額」に関しては、ブラン
ド間の競争・競合という要素を反映するため、実際に支払った具体的な金額ではなく、ア
パレル全体への支出を 100 とした時の当該ブランドに対して支払った割合を質問している。
「購買回数」については年間での回数をアパレルの大きな商品入れ替えのタイミングであ
る四季に合わせ、1.4回以上、2.3回、3.2回、 4.1回以下の 4段階で聞いた。最後の「直
近購買日」については 1.1か月以内、2.1～3か月前、3.3～6か月前、 4.6～9か月前、5.9
～12か月前、6.12か月より前の 6段階で聞いた。 
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第２節 調査概要 
調査概要は以下の通りである。 
 
【調査方法】WEB 上で質問調査を実施 
【調査期間】2018 年 10 月 2 日（火）～2018 年 10 月 3 日（水） 
【地域】東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県 
【対象者条件】 
・性別：男・女 
・年代 18-39 才 
・業種：学生以上（高校生は除く）、調査会社・広告代理店・該当会社勤務者を排除 
【設問数】33問 
【設問内容】 
デモグラフィックの把握を Q1～14で行い、Q15～33でそれぞれのブランドについての購買
経験や詳細などの質問を行った。 
 
調査は、選定した 3つのブランドのターゲットと合うよう、年代を 18～39才とし、地域
も関東近郊（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）でフィルタリングをし、アンケート調
査を実施した。 
なお、質問の詳細は別紙 Appendixに示す。 
 
第６章 調査結果の分析と仮説の検証 
第１節 調査結果の分析 
調査結果の分析として、（1）単純集計結果、 （2）モデルとパス図の分析・検証、そし
て（3）態度的ストアロイヤルティ高低の定義・分析検証、最後に（4）仮説の検証という
順番で調査結果の分析と仮説の検証を進めていく。 
 
第１項 単純集計結果 
本項では、今回アンケートを行ったデモグラフィックを簡単にまとめる。今回のアンケ
ート対象者は、第 5章 第 2節でも述べた条件に従い、男女、18～39才でフィルターをか
けた。その割合は以下の図６－1と図６－2の通りである。年齢については偏りがないよう、
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各世代でばらつきを持たせた。また、未婚既婚については、平等性を出すために、おおよ
そ半分に分けた（図６－3）。 
 
図６－1 アンケート対象デモグラフィック（性別） 
 
 
図６－2 アンケート対象デモグラフィック（年齢） 
  
 
図６－3 アンケート対象デモグラフィック（既婚未婚） 
 
47 
 
次にアンケートを行ったユーザーの購買行動については、図６－4の通り服を含むもの
を購入する際に EC利用するユーザーが過半数となっている。服を購入するとなると ECで
の購買は月に 1回以上の購入は 15.1％、年に 1回購入する割合は 58.4％となっているのに
対し、リアル店舗での服購入については、月に１回以上購入する割合は 33.6％、年に 1回
は購入する割合については 93％となっており、ECでの購買経験を大きく上回る結果となっ
た。 
また、購買金額の側面では、図６－5の通り ECでの購買よりリアル店舗での購買行動が
根強く、未だに回数、金額ともにリアル店舗での購買行動が多いことが分かった。これは
前述のとおり、アパレル商材の EC比率ともほぼ合致しているため、今回のアンケートデー
タは特に大きな偏りがなく、有用であると考える。 
 
図６－4 アンケート対象デモグラフィック（買い物頻度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６－5 アンケート対象デモグラフィック（購入金額：チャネル別） 
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次に各ブランドの各販売チャネルの購買人数は以下表６－1の通りである。リアル店舗
での購買は ECでの購買より根強く、どのブランドでもいまだにリアル店舗での購買が多く、
ECでの購買が少ないことが伺える。 
 
表６－1 ブランド別販売チャネル別購買人数 
 
 
また、該当ブランドの購買と店舗の立地要因による関係性については、以下表６－2のよ
うなアンケート結果となり、立地要因によるECへの購買行動要因はほぼないことが伺える。 
 
表６－2 ブランド購買と店舗要因 
 
第２項 モデルとパス図の分析・検証 
モデルの分析を行う前に、リアル店舗での態度的ストアロイヤルティと、リアル店舗、
自社 EC、専業 ECの 3つの販売チャネルの行動的ストアロイヤルティの合計データについ
て、態度的ストアロイヤルティは「買物満足」「店舗に対する態度」「今後の利用意図」の
3点、そして行動的ストアロイヤルティは「購買金額」「購買利用回数」「直近購買日」の 3
点についてアンケートから導き出した結果が、クロンバックのα係数による信頼性分析に
より 1つの潜在項目として集約されているかの妥当性判断を行った。なお、α係数の値に
ついては、岡田（2015）を参照し、0.8以上で信頼性があると判断をすることとする (77)。  
                                                   
 (77) 岡田謙介（2015）『心理学と心理測定における信頼性について－Cronbachのα係数とは何なのか、何でな
いのか－』The Annual Report of Educational Psychology in Japan,80 
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結果は以下表６－3の通り、どの場合でもα係数が 0.8以上となり、リアル店舗での態
度的ストアロイヤルティと、3つの販売チャネルの態度的ストアロイヤルティは 1因子に
要約されたことが証明された。 
 
表６－3 チャネル別ストアロイヤルティ別クロンバックα係数検証結果 
 
 
クロンバックのα係数で、態度的ストアロイヤルティと各販売チャネル（リアル店舗、
自社 EC、専業 EC）の行動的ストアロイヤルティそれぞれ 1因子に集約されていることが証
明されたため、次に前述のモデル（図４－1）を Amos を使い、3つのモデルごとに確認的
因子分析をおこなった結果、モデル適合は表６－4の通りとなり、以下に販売チャネルご
との結果をまとめる。 
 
表６－4 モデル別確認的因子分解 モデル適合結果 
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①リアル店舗 
モデルの適合度は表６－4の通り GFI=.798、AGFI=.528、RMSEA=.341、CFI=.596と GFI
は高い適合度となったが、それ以外の値は、決して高いものとは言えない結果となったが、
原因はサンプル数の少なさが考えられる。そのため AGFI、CFIは.5以上であったことから
当初の仮定通り因子を確認することが出来たと判断する。 
また、各パス係数については表６－5の通りである。 
 
表６－5 【リアル店舗】モデルのパス係数結果 
 
 
 ***: p<0.01 
 
②自社 EC 
モデルの適合度は表６－4の通り GFI=.828、AGFI=.598、RMSEA=.225、CFI=.819と GFI
と CFIは高い適合度となったが、それ以外の値は、決して高いものとは言えない結果とな
ったが、原因はサンプル数の少なさが考えられる。そのため AGFIは.5以上であったこと
から当初の仮定通り因子を確認することが出来たと判断する。 
また、各パス係数については表６－6の通りである。 
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表６－6 【自社 EC】モデルのパス係数結果 
 
 
***: p<0.01 
 
③専業 EC 
モデルの適合度は表６－4の通り GFI=.859、AGFI=.670、RMSEA=.183、CFI=.860と GFI
と CFIは高い適合度となったが、それ以外の値は、決して高いものとは言えない結果とな
ったが、原因はサンプル数の少なさが考えられる。そのため AGFIは.5以上であったこと
から当初の仮定通り因子を確認することが出来たと判断する。 
また、各パス係数については表６－7の通りである。 
 
 
 
 
表６－7 【専業 EC】モデルのパス係数結果 
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***: p<0.01 
 
第３項 態度的ストアロイヤルティ高低の定義・分析検証 
本項では態度的ストアロイヤルティの高低差をつけるために、以下の方法で検証したも
のをリアル店舗の態度的ストアロイヤルティの高さと定義する。 
 
＜リアル店舗の態度的ストアロイヤルティの高さ＞ 
①リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」を構成する 3つの要素「買物満足度」、「店
舗への態度」、「今後の利用意図」の各平均値を取る 
②3つの平均値の平均値を取る 
③平均値の大きさによりリアル店舗の態度的ストアロイヤルティの高さを定義 
 
なお、平均値は以下表６－8となった。今回 5段階尺度でアンケートを取ったが、値が
小さい方がよりよい回答となっているため、最も平均値が低かったブランドの中ではリア
ル店舗での「態度的ストアロイヤルティが高い」と読み解くことが出来る。 
また、これらの値が適正かどうかを確かめるために、T検定を行った結果、各ブランド
各項目の値も有意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）になったため、今回の
リアル店舗での態度的ストアロイヤルティの高低さについては支持された。 
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表６－8 ブランド別態度的ストアロイヤルティ 
 
***: p<0.01 
 
よって本研究では、リアル店舗でのストアロイヤルティは高い順に「UNITED ARROWS（ユ
ナイテッドアローズ）」、「URBAN RESEACH（アーバンリサーチ）」、「nano・universe（ナノユ
ニバース）」であると定義をし、本研究を行い、以降のブランドごとの並びを、ロイヤルテ
ィの高い順に表記をする。 
第４項 仮説ごとの検証 
（1） 仮説１-a 
仮説 1-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「リアル店舗での行動的ストアロ
イヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
 
前述した図４－1のパス図の通り、リアル店舗の検証モデルにおけるリアル店舗での「態
度的ストアロイヤルティ」からリアル店舗での「行動的ストアロイヤルティ」へのパス係
数を測定した。結果は表６－5 の通り、のパス係数は 0.672 となり、有意確率 1％水準で
有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 1-aは支持された。 
 
（2）仮説１-b 
仮説 1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす 
 
仮説 1-a同様に、図４－1のパス図の通り、自社 ECの検証モデルにおけるリアル店舗で
の「態度的ストアロイヤルティ」から自社 ECでの「行動的ストアロイヤルティ」へのパス
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係数を測定した。結果は表６－6 の通り、のパス係数は 0.447 となり、有意確率 1％水準
で有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 1-bは支持された。 
 
（3）仮説１-c 
仮説 1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす 
 
仮説 1-a同様に、図４－1のパス図の通り、専業 ECの検証モデルにおけるリアル店舗で
の「態度的ストアロイヤルティ」から専業 ECでの「行動的ストアロイヤルティ」へのパス
係数を測定した。結果は表６－7 の通り、のパス係数は 0.445 となり有意確率 1％水準で
有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 1-cは支持された。 
 
 
 
（4）仮説 2-a 
仮説 2-a：リアル店舗での購買経験は、自社 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
 
リアル店舗の利用者・未利用者、自社 ECの利用者・未利用者の 4象限でχ2乗検定を行
った。結果は以下表６－9の通りとなり、自社 EC利用者の割合は、利用者 7.2％に対し、
未利用者は 92.8％であったが、リアル店舗を利用したことがあるという条件を加えると、
自社 ECの利用者は 16.5％、未利用者は 83.5％となり、自社 EC利用者の割合は通常 7.2％
であったことから大きく改善していることが分かった。つまりはリアル店舗での購買経験
により、自社 ECへの購買経験が増加していることが分かる。また、自由度は 1（t=1）、有
意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 2-aは支持された。 
 
 
 
表６－9 自社 ECとリアル店舗の購買経験による要因のクロス集計結果 
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（5）仮説 2-b 
仮説 2-b：リアル店舗での購買経験は、専業 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
 
仮説 2-a同様、リアル店舗の利用者・未利用者、専業 ECの利用者・未利用者の 4象限で
χ2乗検定を行った。結果は以下表６－10の通りとなり、専業 EC利用者の割合は、利用者
8.1％に対し、未利用者は 91.9％であったが、リアル店舗を利用したことがあるという条
件を加えると、専業 ECの利用者は 20.8％、未利用者は 79.2％となり、専業 EC利用者の割
合も通常は 8.1％であったことから大きく改善していることが分かった。つまりはリアル
店舗での購買経験により、専業 ECへの購買経験が増加していることが分かる。また、自由
度は 1（t=1）、有意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 2-bは支
持された。 
 
 
 
表６－10 専業 ECとリアル店舗の購買経験による要因のクロス集計結果 
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（6）仮説 2-c 
仮説 2-c：リアル店舗での購買経験が自社 ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
 
リアル店舗の利用者・未利用者で区切り、自社 ECの利用者・未利用者を 3ブランドごと
に区切り 12象限でχ2乗検定を行った。結果は以下表６－11の通りとなり、自社 EC利用
者かつリアル店舗利用がある割合は、リアル店舗の態度的ストアロイヤルティが高い
UNITED ARROWSは 12.6％、URBAN RESEACHは 17.6％、そして nano・universeは 21.4％と
なり、ブランドの態度的ストアロイヤルティの高さによるリアル店舗購買経験が及ぼす自
社 ECへの購買経験への影響は全く見られず、逆の相関を取る結果となった。また、自由度
は 1（t=1）、有意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 2-cは不支
持という結果となった。 
 
（7）仮説 2-d 
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仮説 2-d：リアル店舗での購買経験が専業 ECの購買経験に及ぼす正の影響は、リアル店舗
での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 
 
リアル店舗の利用者・未利用者で区切り、専業 ECの利用者・未利用者を 3ブランドごと
に区切り 12象限でχ2乗検定を行った。結果は以下表６－12の通りとなり、専業 EC利用
者かつリアル店舗利用がある割合は、リアル店舗の態度的ストアロイヤルティが高い
UNITED ARROWSは 18.9％、URBAN RESEACHは 24.3％、そして nano・universeは 20.0％と
なり、ブランドの態度的ストアロイヤルティの高さによるリアル店舗購買経験が及ぼす専
業 ECへの購買経験への影響は完全には見られなかったが、UNITED ARROWSの 18.9％とい
う値以外は一致した。また、自由度は 1（t=1）、有意確率 1％水準で有意であるという結果
（p<0.01）となり、仮説 2-dは一部支持という結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表６－11 ブランド別自社 ECとリアル店舗の購買経験による要因のクロス集計結果 
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表６－12 ブランド別専業 ECとリアル店舗の購買経験による要因のクロス集計結果 
59 
 
 
（8）仮説 3-a 
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仮説 3-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、より多くの販売
チャネルを利用する。 
 
消費者の 3つのブランドにつけた態度的ストアロイヤルティの 3項目「買物満足」「店舗
に対する態度」「今後の利用意図」を合計し、その値をストアロイヤルティの高低を定義し
た。また、一方で消費者のリアル店舗、自社 EC、専業 EC での販売チャネルごとの購買経
験数の合計値を出し、消費者のストアロイヤルティと購買経験数について回帰分析を行っ
た。結果は以下表６－13の通りとなり標準化係数のβが-.281 となった。また、今回の調
査では 5段階尺度での 1の値が、ストアロイヤルティが高いという項目にしたため、傾き
であるβがマイナスであることは正の相関がみられたという結果となった。また自由度は
1（t=1）、有意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）となり、仮説 3-aは支持さ
れた。 
 
表６－13 ストアロイヤルティと購買チャネル数の相関結果 
 
 
（9）仮説 3-b 
仮説 3-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、専業 ECより自社
ECをより利用する。 
 
仮説 3-aと同様、消費者の 3つのブランドにつけた態度的ストアロイヤルティの 3項目
「買物満足」「店舗に対する態度」「今後の利用意図」を合計し、その値でストアロイヤル
ティの高低を定義した。また、一方で自社 EC 利用者と専業 EC利用者を洗い出し、消費者
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のストアロイヤルティと自社 EC・専業 EC の利用について回帰分析をし、比較を行い、自
社 ECの方が専業 ECより利用されているかどうかを検証した。結果は以下表６－14の通り
となり自社 ECの標準化係数のβが.592、専業 ECの標準化係数のβが.674となった。また、
今回の調査では 5段階尺度での 1の値が、ストアロイヤルティが高いという項目にしたた
め、傾きであるβが弱い方がより利用されていると読み取れる。また自由度は自社 EC、専
業ECどちらの場合も、自由度は1（t=1）、有意確率1％水準で有意であるという結果（p<0.01）
となり、仮説 3-bは支持された。 
 
表６－14 自社 ECと専業 ECの回帰分析結果 
■自社 EC 
 
 
 
 
 
 
 
 
■専業 EC 
 
 
（10）仮説 4-a 
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仮説 4-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
自社 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
 
3ブランドごとに、リアル店舗の利用者・未利用者、自社 ECの利用者・未利用者の 4象
限でクロス集計を行った。なお、ブランドにより利用者数が異なるため、リアル店舗と自
社 ECの重なり程度を単純比較するために、母数を利用者に揃え、どちらとも利用していな
いサンプルは排除したうえで検証を行った。また、重なり程度を担保する上で独立性の検
証にχ2 乗検定を用い検証を行った結果、以下表６－15 の通りとなり、どのブランドも有
意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）であったことより、仮説 4-a では仮説
は支持された。 
表６－15 リアル店舗と自社 ECの利用者比率結果 
 
 ***: p<0.01 
 
（11）仮説 4-b 
仮説 4-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と
専業 ECの購買経験者」の重なる割合は少ない。 
 
仮説 4-a同様、3ブランドごとに、リアル店舗の利用者・未利用者、専業 ECの利用者・
未利用者の 4 象限でクロス集計を行った。なお、ブランドにより利用者数が異なるため、
リアル店舗と専業 ECの重なり程度を単純比較するために、母数を利用者に揃え、どちらと
も利用していないサンプルは排除したうえで検証を行った。また、重なり程度を担保する
上で独立性の検証にχ2乗検定を用い検証を行った結果、以下表６－16 の通りとなり、有
意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）であったが、仮説 4-b では仮説は一部
のみ支持された。 
 
 
 
表６－16 リアル店舗と専業 ECの利用者比率結果 
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 ***: p<0.01 
 
（12）仮説 4-c 
仮説 4-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「自社 EC と専
業 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
 
仮説 4-a 同様、3 ブランドごとに、自社 EC の利用者・未利用者、専業 EC の利用者・未
利用者の 4象限でクロス集計を行った。なお、ブランドにより利用者数が異なるため、自
社 ECと専業 ECの重なり程度を単純比較するために、母数を利用者に揃え、どちらとも利
用していないサンプルは排除したうえで検証を行った。また、重なり程度を担保する上で
独立性の検証にχ2 乗検定を用い検証を行った結果、以下表６－17 の通りとなり、有意確
率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）であったが、仮説 4-c では仮説は一部のみ
支持された。 
 
表６－17 自社 ECと専業 ECの利用者比率結果 
 
 ***: p<0.01 
 
第２節 仮説検証結果のまとめ 
設定した 12 の仮説は 8つが支持され、3 つが一部支持、そして 1つが不支持という結
果となった。なお、検証結果のまとめは以下表６－18の通りである。 
仮説 1では、どの販売チャネルでもリアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティが 
各販売チャネルの行動的ストアロイヤルティにどのような影響を与えているかについて確
認をしたが、リアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティはリアル店舗、自社 EC、専
業 ECのどの販売チャネルでも正の影響があり、すべて支持された。 
仮説 2 については、リアル店舗での購買経験により、自社 EC への購買、そして専業 EC
への購買へどのような影響を与えているかについての確認をした。リアル店舗での購買経
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験は、自社 EC、専業 EC共に正の影響を及ぼし仮説が支持された。一方、自社 ECや専業 EC
への購買行動へリアル店舗で構築したストアロイヤルティが寄与しているかについては不
支持、もしくは一部支持となり、すべてに影響していないことが分かった。 
仮説 3 では、リアル店舗で構築した態度的ストアロイヤルティが高い消費者の購買行動
について確認をした。どの仮説も支持されたことから、リアル店舗での態度的ストアロイ
ヤルティが高い消費者であればあるほど、様々な販売チャネルを利用し、且つ、専業 EC
よりも自社 ECを利用していることが分かった。 
最後に仮説 4 では、リアル店舗で構築した「態度的ストアロイヤルティ」の高さによっ
て、各販売チャネルでの顧客の拡張性に違いについて確認した。リアル店舗と自社 ECでの
利用とストアロイヤルティの高さでは相関がみられ、リアル店舗と専業 ECでの利用につい
ては、相関がみられなかった。また、自社 EC での購買と専業 ECでの利用にも相関がみら
れず、一部支持という結果となった。 
 
表６－18 仮説検証のまとめ 
仮説 検証結果
仮説1-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「リアル店舗での行動的ストアロイヤルティ」に正の影響を及ぼす。 支持
仮説1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社ECでの行動的ストアロイヤルティ」に正の影響を及ぼす。 支持
仮説1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業ECでの行動的ストアロイヤルティ」に正の影響を及ぼす。 支持
仮説2-a：リアル店舗での購買経験は、自社ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 支持
仮説2-b：リアル店舗での購買経験は、専業ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 支持
仮説2-c：リアル店舗での購買経験が自社ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大きい。 不支持
仮説2-d：リアル店舗での購買経験が専業ECの購買経験に及ぼす正の影響はリアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど大き
い。
一部支持
仮説3-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、より多くの販売チャネルを利用する。 支持
仮説3-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高い消費者ほど、専業ECより自社ECをより利用する。 支持
仮説4-a：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「リアル店舗と自社ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 支持
仮説4-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど「リアル店舗と専業ECの購買経験者」の重なる割合は少ない。 一部支持
仮説4-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「自社ECと専業ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 一部支持
 
第７章 総括 
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第１節 本研究のまとめと考察 
本研究は大きく分けて 2つの目的があった。本節ではそれぞれの目的について再度振り
返り、本研究の結果とともにまとめと考察を行う。 
1 つ目の目的は、アパレル流通・小売企業のリアル店舗での態度的ストアロイヤルティ
が各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、専業 EC）への行動的ストアロイヤルティに対す
る影響を明らかにすることであった。リアル店舗で構築した「態度的ストアロイヤルティ」
はリアル店舗、自社 EC、専業 EC どの販売チャネルでも「行動的ストアロイヤルティ」は
正の影響がみられた。リアル店舗で態度的ストアロイヤルティを構築することにより、ど
の販売チャネルでの購買行動にポジティブに働くことが証明された。また、リアル店舗で
の「態度的ストアロイヤルティ」が高い消費者ほど、より多くの販売チャネルを利用して
いることも本研究から証明された。つまりリアル店舗での良質な体験を促し、顧客満足を
高めることは、ストアロイヤルティ、ストアとのエンゲージメントを強め、ストアへの愛
着や安心感により今後他の販売チャネルに広げた際も、プラスの効果が期待できることが
考えられる。さらに、リアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」が高い消費者ほど、
専業 ECより自社 ECを利用していることも証明された。専業 ECより自社 ECを利用しても
らうことによるアパレル流通・小売企業のメリットは、手数料が増加している専業 EC離れ
の可能性を高め、企業へ収益をもたらすことだけではない。前述の通り、顧客データの一
元管理が可能となり、より良質な顧客データ獲得が可能になる。そのデータを基に、より
良いサービスや商品を提供することで、良質な購買体験を消費者に提供し、更なるストア
ロイヤルティの向上、ひいては消費者と良好な関係性が持続的に構築する事が可能となる。
つまり、アパレル流通・小売企業にとってリアル店舗での「態度的ストアロイヤルティ」
の向上こそ、今後も構築していかなければならない重要な要素であると考える。そのため
NPS(78)のような顧客ロイヤルティを数値化する観点も、リアル店舗の評価指標としての必
要性をより増していると考える。 
次に 2 つ目の目的は、リアル店舗での購買経験と態度的ストアロイヤルティが与える、
各販売チャネル（リアル店舗、自社 EC、専業 EC）の関係性、影響度を明らかにすることで
あった。リアル店舗での購買経験は、自社 EC の購買へのハードルを下げ、EC での購買を
                                                   
(78) Net Promoter Scoreの略。2003年にベイン・アンド・カンパニー社のフレドリック・F・ライクヘルド氏
がハーバード・ビジネス・レビューで発表し、GEやアップル、レゴなど様々な企業がその有効性を証明したこ
とで、急速に広がっていったロイヤルティを計測する指標。 
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促進させることが証明された。これは自社 EC の場合だけではなく、専業 ECでの購買の場
合も同様であった。リアル店舗での購買経験がブランドへの信頼感に繋がり、商品が見え
ないなどの ECの購買ハードルを下げていると考えられる。一方でリアル店舗での「態度的
ストアロイヤルティ」を上げるだけでは、ECでの購買に伴うハードルをさらに下げること
には直結しないことも証明された。つまり、リアル店舗での購買経験は様々な販売チャネ
ルでの購買ハードルを下げる事には有効であるが、EC購買時にはリアル店舗とは異なる消
費者ニーズがあるため、リアル店舗での態度的ストアロイヤルティを付加するだけでは更
なる拡張を担保できない。よってリアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業は、リア
ル店舗のストアロイヤルティ向上だけに注力することなく、消費者の購買行動を再度見直
し、EC上での買いやすさ、配達時間、リアル店舗とのポイントや在庫の連携など、ECでの
消費者目線の便益の改善を常に行っていく必要性があり、ロイヤルティとは違う側面から
のアプローチも重要になると考える。その際には ECのノウハウを持った人材もアパレル流
通・小売企業にとっては重要であるということも言及したい。ただし前述の通り EC人材確
保については年収格差などの問題から確保が困難である現状を述べていたが、自社 ECの利
用率の向上により企業の収益性が上がり、これらの問題は解決可能性があると考える。ま
た、実際の購買については、ストアロイヤルティだけではなく、アパレルという商材の特
性上、商品のクオリティやサイズ感などセンスなどの定性的な側面も重要であり、商品の
クオリティ向上、消費者に合った MD構成や商品サイズラインナップなどがより求められる。
リアル店舗で「態度的ストアロイヤルティ」を強固なものにし、専業 ECより自社 ECでの
購買を促すことで、より良質な顧客データを取得し、それらを商品やサービスに活かすこ
とで、商品からも顧客満足に繋げることが可能になると考える。 
そして、リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高くなると、リアル店舗と自社 EC
での利用におけるカニバリゼーションを回避し、利用者の拡張性が証明されたが、リアル
店舗と専業 EC、そして自社 ECと専業 ECでもストアロイヤルティの高さとカニバリゼーシ
ョンは相関がなかった。つまり、専業 ECなどの制御が効きにくい販売チャネルの場合、リ
アル店舗で構築した「態度的ストアロイヤルティ」だけではカニバリゼーションを制御す
ることが困難であるということである。ただし、前述の通りリアル店舗での態度的ストア
ロイヤルティの向上は、様々な販売チャネルの利用を促すことも明らかになった。また昨
今の流通・小売業ではオムニチャネルのリアル店舗、ECとも区別のないシームレスな購買
体験という考え方が徐々に浸透しており、消費者にとって様々な販売チャネルはオムニチ
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ャネル時代には利便性が向上するため、有用であると考える。このことから、カニバリゼ
ーションの視点で考察すると、リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業として専業
EC に出店する際の目的を明確にし、専業 EC だけに依存することを回避した方が賢明であ
ると考える。 
以上を踏まえ、リアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業にとって、リアル店舗で
の態度的ストアロイヤルティを向上させ、エンゲージを強める「リアル店舗での良質な体
験の最大化」こそが、消費者の購買行動が多様化し、様々な販売チャネルが乱立する今こ
そリアル店舗を主とするアパレル流通・小売企業にとって重要な要素であり、リアル店舗
での指標とすべきであるという示唆を得たと考える。 
 
第２節 本研究の貢献と提言 
本研究の学術的な意義として、リアル店舗で構築したロイヤルティが自社 ECへの購買行
動への影響について学術的な既存研究がほとんどないという現状の中、本研究は実際のア
パレル流通・小売企業の 3 ブランドを研究対象として、実際にリアル店舗で構築したスト
アロイヤルティがどの程度 ECに寄与しているのか。また、自社 ECと専業 ECとの関係性に
ついて体系的に実証研究をおこない、影響と構造のメカニズムについて明らかにしたこと
で、今後の研究において新たな知見を提供することが出来ると考える。 
また、実務的意義としても、リアル店舗の意義を再度洗い出すことで、リアル店舗での新
たな指標を提示できたと考えられ、実務上においての貢献につながるものであると考えて
いる。 
 
第３節 本研究の限界と今後の課題 
本研究では、ストアロイヤルティの観点から研究を行ったが、オムニチャネルという側
面での物流面や利便性などは本研究に加味していない。また、リアル店舗に求められる要
素の変化や 発展、衰退の動きなど密には追えていない点が挙げられる。そして、今回はア
パレル流通・小売企業を「セレクトショップ」のみに絞って研究を行ったが、SPA や百貨
店などの業態であると嗜好の差がセレクトショップとは異なることが考えられるため、結
果が変わってくる可能性は否めない。且つ対象ブランドが 3ブランドであること、各ブラ
ンドのサンプル数が 100前後、自社 EC利用者が 30前後とサンプル数の少なさも挙げられ
る。また、ブランドのロイヤルティを比較するために比較対象のブランドが必要で今回は
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「UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）」「nano・universe（ナノユニバース）」「URBAN 
RESEACH（アーバンリサーチ）」の 3 ブランドを選定したが、比較するブランドを変える事
で尺度が変わることが予想されるため、ブランドの選定、業態の違いや外部環境の包括な
どが本研究の限界であると考える。 
従って今後の課題としては、オムニチャネルの概念が進み実際に販売チャネルがシーム
レスになっている中、消費者ファーストなシステム構築などの利便性もリアル店舗と自社
ECの関係性では強いことが考えられるため、次なる研究が必要であると考える。また、本
研究はストアロイヤルティについての研究であったが、今回対象にしたブランドがセレク
トショップで PB といわれるオリジナルブランドを多く取り扱っている為、消費者が「PB
ブランド」についてのロイヤルティと考えている場合がある。そのため、慎重なアンケー
ト設計、ブランド選定が求められる。最後にストアロイヤルティ高低の判断基準の曖昧さ、
相対的であるため基準が見つけにくく、アパレル流通・小売企業に特化しているため、他
の産業では応用可能か不明確、対象業界、商材により購買嗜好性が異なるため、結果が異
なることが考えられる点である。今後は抽象化した汎用的な概念を検証する必要があると
考え、今後の課題としたい。 
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選択肢記号の説明
□ 複数選択（チェックボックス）
○ 単一選択（ラジオボタン）
▽ 単一選択（プルダウン）
SAR Q1
あなたは現在、結婚されていますか。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 結婚していない(死別/離別含む)
○ 2. 結婚している
SAR Q2
同居家族の構成をお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 一人暮らし
○ 2. 夫婦のみ
○ 3. 夫婦と子供
○ 4. 2世帯
○ 5. その他【FA】 Q2_5FA
SAR Q3
あなたのお住まいをお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 北海道
○ 2. 東北
○ 3. 北陸
○ 4. 関東（東京除く）
○ 5. 東京
○ 6. 中部
○ 7. 近畿
○ 8. 中国
○ 9. 四国
○ 10. 九州
○ 11. 沖縄
SAR Q4
あなたのご自宅の種類をお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 持ち家（一戸建）
○ 2. 持ち家（集合住宅）
○ 3. 借家（一戸建）
○ 4. 借家（集合住宅）
○ 5. 寮・社宅
○ 6. その他【FA】 Q4_6FA
SAR Q5
あなたの職業として最もあてはまるものをお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 会社員・役員
○ 2. 自営業
○ 3. 専門職
○ 4. 公務員
○ 5. 学生
○ 6. 専業主婦・主夫
○ 7. パート・アルバイト
○ 8. 無職
○ 9. その他【FA】 Q5_9FA
買い物に関するアンケート
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SAR Q6
あなたのご自宅の世帯年収をお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. ～200万未満
○ 2. 200万以上～400万未満
○ 3. 400万以上～600万未満
○ 4. 600万以上～800万未満
○ 5. 800万以上～1000万未満
○ 6. 1000万以上～1500万未満
○ 7. 1500万以上～2000万未満
○ 8. 2000万以上～
○ 9. 答えたくない/わからない
SAR Q7
あなたのご職業の具体的な業種として最もあてはまるものをお答えください。
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. 通信販売業
○ 2. 金融／保険業
○ 3. 通信業
○ 4. 流通／小売業
○ 5. メーカー／卸
○ 6. 運輸業
○ 7. 旅行業
○ 8. 電力／ガス／水道
○ 9. 製造業
○ 10. サービス業
○ 11. 医療／福祉
○ 12. 建設／不動産業
○ 13. 放送／出版／マスコミ
○ 14. 官公庁
○ 15. 地方自治体
○ 16. 学校
○ 17. その他団体【FA】 Q7_17FA
MAC Q8
あなたの趣味をお答えください。（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
□ 1. 読書
□ 2. 音楽
□ 3. ファッション
□ 4. 美容・コスメ
□ 5. 旅行
□ 6. 映画・DVD鑑賞
□ 7. 料理
□ 8. グルメ
□ 9. ネットサーフィン
□ 10. 運動（ヨガ・ランニング・ジムなど）
□ 11. 買い物
□ 12. 語学
□ 13. その他【FA】 Q8_13FA
MTS Q9
どのくらいの頻度で以下の場所でものや服を購入しますか。
それぞれあてはまる頻度をお答えください。
※ECサイト：ブランド直営のものや楽天・Amazonなど
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q9S1 1. どのくらいの頻度でECサイトでものを購入しますか？
Q9S2 2. どのくらいの頻度で実店舗で服を購入しますか？
Q9S3 3. どのくらいの頻度でECサイトで服を購入しますか？
選択肢リスト
○ 1. 週に１回以上
○ 2. 月に2～3回
○ 3. 月に1回
○ 4. 2～3か月に1回
○ 5. 半年に１回
○ 6. 年に１回
○ 7. 1～2年に1回
○ 8. 2～5年に1回
○ 9. それ以下の頻度
○ 10. これまで購入したことが無い
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MAC Q10
ものを購入する際、よく利用するECサイトを教えてください。（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
□ 1. Amazon
□ 2. 楽天市場
□ 3. Yahoo!ショッピング
□ 4. LOHACO
□ 5. ZOZOTOWN
□ 6. メルカリ
□ 7. その他【FA】 Q10_7FA
SAR Q11
服やファッションに興味がありますか？
▲ 設問文を折りたたむ
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. あまり思わない
○ 4. 全く思わない
○ 5. 分からない
MAC Q12
実店舗に服を買いに行く場所を教えてください。（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
□ 1. 百貨店
□ 2. ファッションビル（ルミネ・アトレなど）
□ 3. ショッピングセンター・モール
□ 4. アウトレット
□ 5. 路面店
□ 6. その他【FA】 Q12_6FA
MTS Q13
平均してひと月に実店舗でまたはECサイトで服購入にどれくらいの金額を使いますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q13S1 1. 実店舗
Q13S2 2. ECサイト
選択肢リスト
○ 1. 3，000円未満
○ 2. 3，000～5，000円未満
○ 3. 5，000～10，000円未満
○ 4. 10，000～20，000円未満
○ 5. 20，000～30，000円未満
○ 6. 30，000～40，000円未満
○ 7. 40，000～50，000円未満
○ 8. 50，000円以上
MAC Q14
服を購入する際、よく利用するECサイトを教えてください。（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
□ 1. ZOZOTOWN
□ 2. MAGASEEK
□ 3. i LUMINE
□ 4. OIOI web channel
□ 5. ブランドのECサイト
□ 6. フリマアプリ
□ 7. Amazon
□ 8. 楽天市場
□ 9. Yahoo!ショッピング
□ 10. LOHACO
□ 11. & mall
□ 12. その他【FA】 Q14_12FA
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MTM Q15
以下のブランドの実店舗で服を購入したことがありますか？
また、以下のブランドの実店舗は、通常の行動範囲内（通勤・通学など）にありますか？
※表示されたものについてお答えください。(複数回答可)
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q15S1 1. 実店舗で購入したことがある
Q15S2 2. 実店舗が通常の行動範囲内にある
選択肢リスト
□ 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
□ 2. BEAMS(ビームス)
□ 3. SHIPS（シップス）
□ 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
□ 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
□ 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
□ 7. あてはまるものはない
MTS Q16
以下のブランドの実店舗での買い物（購入含む）に満足していますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q16S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q16S2 2. BEAMS(ビームス)
Q16S3 3. SHIPS（シップス）
Q16S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q16S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q16S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. どちらでもない
○ 4. あまり思わない
○ 5. 全く思わない
MTS Q17
以下のブランドの実店舗に対してよく思っていますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q17S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q17S2 2. BEAMS(ビームス)
Q17S3 3. SHIPS（シップス）
Q17S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q17S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q17S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. どちらでもない
○ 4. あまり思わない
○ 5. 全く思わない
MTS Q18
今後も以下のブランドの実店舗を利用したいと思いますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q18S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q18S2 2. BEAMS(ビームス)
Q18S3 3. SHIPS（シップス）
Q18S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q18S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q18S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. どちらでもない
○ 4. あまり思わない
○ 5. 全く思わない
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MTS Q19
服への支出を100％としたとき、以下のブランドの実店舗での支出の割合をおしえてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q19S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q19S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q19S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 10％未満
○ 2. 10～20％
○ 3. 20～30％
○ 4. 30～40％
○ 5. 40～50％
○ 6. 50％以上
MTS Q20
以下のブランドの実店舗での、直近1年間での購入回数を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q20S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q20S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q20S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 4回以上
○ 2. 3回
○ 3. 2回
○ 4. 1回以下
MTS Q21
以下のブランドの実店舗での、一番最近の購買日を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q21S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q21S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q21S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 1か月以内
○ 2. 1～3か月前
○ 3. 3～6か月前
○ 4. 6～9か月前
○ 5. 9～12か月前
○ 6. 12か月より前
MTS Q22
以下のブランドのECサイトで服を購入したことがありますか？※ブランドが直接運営している
ECサイトについてお答えください。　ZOZOTOWNや楽天市場などは含みません。以降も同
様です。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q22S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q22S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q22S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. はい
○ 2. いいえ
MTS Q23
服への支出を100%としたとき、以下のブランドのECサイトでの支出の割合をおしえてくださ
い。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q23S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q23S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q23S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 10％未満
○ 2. 10～20％
○ 3. 20～30％
○ 4. 30～40％
○ 5. 40～50％
○ 6. 50％以上
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MTS Q24
以下のブランドのECサイトでの、直近1年間での購入回数を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q24S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q24S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q24S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 4回以上
○ 2. 3回
○ 3. 2回
○ 4. 1回以下
MTS Q25
以下のブランドのECサイトでの、一番最近の購買日を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q25S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q25S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q25S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 1か月以内
○ 2. 1～3か月前
○ 3. 3～6か月前
○ 4. 6～9か月前
○ 5. 9～12か月前
○ 6. 12か月より前
MTM Q26
なぜ以下のブランドの実店舗ではなく、ECサイトで購入したか理由を教えてください。
（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q26S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q26S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q26S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
□ 1. 送料が無料だったから
□ 2. 配送が早いから
□ 3. ポイントが貯まるから
□ 4. たまたま見つけたから
□ 5. 品揃えが豊富だから
□ 6. 店舗に行く時間がなかったから
□ 7. その他 FA
MTS Q27
ブランドのECサイトを利用した後、ブランドへの購買金額・回数が増えたと感じますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q27S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q27S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q27S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. どちらでもない
○ 4. あまり思わない
○ 5. 全く思わない
MTS Q28
以下のブランドが直接運営しているECサイト以外（ZOZOTOWNや楽天市場など）で服
を購入したことがありますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q28S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q28S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q28S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. はい
○ 2. いいえ
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MTM Q29
以下のブランドのECサイトがある中、なぜ他のECサイトで購入したか理由を教えてください。
（複数回答可）
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q29S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q29S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q29S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
□ 1. 送料が無料だったから
□ 2. 配送が早いから
□ 3. ポイントが貯まるから
□ 4. たまたま見つけたから
□ 5. 品揃えが豊富だから
□ 6. 店舗に行く時間がなかったから
□ 7. 自社ECへの登録が面倒だったから
□ 8. たくさんの中から選びたいから
□ 9. その他 FA
MTS Q30
他のECサイト（ZOZOTOWNや楽天市場など）を利用した後、ブランドへの購買金額・回
数が増えたと感じますか？
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q30S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q30S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q30S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. そう思う
○ 2. ややそう思う
○ 3. どちらでもない
○ 4. あまり思わない
○ 5. 全く思わない
MTS Q31
服への支出を100%としたとき、以下のブランドの他のECサイトでの支出の割合をおしえてくだ
さい。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q31S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q31S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q31S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 10％未満
○ 2. 10～20％
○ 3. 20～30％
○ 4. 30～40％
○ 5. 40～50％
○ 6. 50％以上
MTS Q32
以下のブランドの他のECサイトでの、直近1年間での購入回数を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q32S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q32S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q32S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 4回以上
○ 2. 3回
○ 3. 2回
○ 4. 1回以下
MTS Q33
以下のブランドの他のECサイトでの、一番最近の購買日を教えてください。
▲ 設問文を折りたたむ
項目リスト
Q33S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q33S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
Q33S6 6. URBAN RESEARCH（アーバンリサーチ）
選択肢リスト
○ 1. 1か月以内
○ 2. 1～3か月前
○ 3. 3～6か月前
○ 4. 6～9か月前
○ 5. 9～12か月前
○ 6. 12か月より前
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